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１．本調査の概要                            

1－1 調査の目的

JR 下関駅から下関市役所を結ぶ国道９号の北側の斜面地は、老朽建築物が連なる密集市

街地となっているとともに、狭隘な道路が多いことなどから、建物の更新が進まず、住環境

の改善が課題となっている。 

 この状況を踏まえ、道路拡幅整備と合わせて、民間事業者が道路周辺の面的整備による空

き家の解消、老朽建築物の建替えや店舗等の誘致を行い、新たなまちづくりを官民一体とな

って進めることを目的とするものである。 

1－2 自治体の概要

1－2－1 地理的位置と本市の特性

下関市は 1889 年（明治 22 年）に市政を施行し、

以来、山口県下最大の人口規模を有する県西部地域

の拠点都市である。

当該市街地は、本州最西端に位置し、関門海峡を

挟み九州と対峙しており、明治以降の関門連絡船の

就航、山陽鉄道馬関駅（下関駅）の開業、関釜連絡

船の就航等によって九州や中国大陸、朝鮮半島から

の玄関口として活況を呈した。

1970 年代以降、山陽新幹線の整備と関門橋の完成

により交通が当該市街地を通過し、九州からの玄関

口としての位置づけは弱まっている。

現在は、商店街は衰退傾向にあるが、今なお商業・

業務においては本市の中心地区であり、公共・公益

施設や観光施設が集積している。

1－2－2 地理的条件

ＪＲ下関駅から唐戸地区については、丘陵部や山地が海岸線近くに迫っている地形条件

のなか、限られた平地に商業・業務機能が細長く連担し、斜面住宅地の形成や埋め立て地

への港湾・交流施設等の整備により東西に細長い市街地が形成されている。

1－2－3 社会的条件

令和２（2020）年時点で約 25 万 5 千人であったが、『国立社会保障・人口問題研究所』

による将来人口の推計では、今後も減少傾向が続き、2045 年時点で 18 万 2 千人まで減

少することが予測されている。

年齢構成別人口は、年少人口および生産年齢人口は減少傾向となっている一方で、老年

図 位置図 
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人口は年々増加し、高齢化率は令和２（2020）年には 35.8％となり、その後、約 41％で

推移すると予測されている。

1－3 事業発案に至った経緯・課題

1－3－1 自治体が抱えている課題

建築基準法上の接道条件を満たさない敷地が多いことから、建築物の更新が進まず、空

き家・空地が多く存置されている。また、老朽建築物等が多く密集しているが、地区を構

成する道路が狭隘で工事車両の進入が困難なことなどから、公共施設の整備及び住環境の

改善が課題となっている。 

1－3－2 上位・関連計画との関連性

ここでは、本事業に係る上位・関連計画について整理する。 

（１）第２次下関市総合計画 後期基本計画（原案） 

本事業は第２次下関市総合計画の後期基本計画（原案）において、中心市街地では、

老朽建築物による安全性や居住環境の悪化の課題に対し、「計画的な都市機能の更新を図

り、周辺環境や都市防災に配慮した市街地形成を推進」、「中核市にふさわしいにぎわい

図 ３区分人口及び将来推計人口
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を創出するとともに、中心市街地のさらなる活性化」と位置づけている。 

（２）下関市立地適正化計画 

本事業は下関市立地適正化計画の誘導施策「誰もが安心して生活できる都市構造の構

築」に向けた魅力ある拠点の方向性として、「まちづくりの担い手となる人材や団体など

の育成を支援し、官民が連携した取り組みの推進とともに、先導的官民連携支援事業の

活用の検討など、エリアマネジメントによる施策展開を検討」と位置づけている。 

また、「持続可能な都市づくり推進」に向けた方向性として、「斜面市街地を中心とし

た密集市街地において、密集市街地環境整備事業等により老朽建築物の除去に取り組み、

防災性の向上と住環境の改善を図ります」や「空き家等の活用促進、老朽危険家屋等の

適正管理、除却の推進」、「良好な居住環境を整備するとともに、住宅改修等による長寿

命化を図り、良質な住宅ストック形成を促進」と位置づけている。 

その他、「安全・安心に暮らせる都市づくり推進」に向けた方向性として、「狭あい道

路では、防災性が低く、火災時に消防活動等の活動が遅れる要因になるとともに、生活

道路としても不便であることから、狭あい道路対策を推進する」と位置づけている。 

図 居住誘導区域 
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（３）下関市中心市街地活性化基本計画 

本事業は下関市中心市街地活性化基本計画の中心市街地のゾーニングにおいて、「都心

居住ゾーン」に位置づけられ、「利便性の高い居住地としてのみならず、海峡を見下ろす

好ロケーションも活かしつつ、他地区にはない個性ある居住地としての再生を検討して

いく」と位置づけている。 

（４)下関市北側斜面地基本構想 

本事業は下関市北側斜面地基本構想において、斜面地のまちづくり方針として「安全・

安心で快適に過ごせる」「健康で笑顔あふれる」「歴史文化が受け継がれるにぎわいのあ

る」の３つの柱を掲げている。 

「安全・安心」の柱では、地区内外とのアクセス性向上や防災性の向上、休憩施設の

整備や 居住環境の整備推進、生活利便施設等の誘致検討を挙げており、「健康で笑顔あ

ふれる」の柱では、日和山公園の再整備や景観スポットの整備推進等を挙げている。ま

た、「歴史文化」の柱では、観光客の受け入れ体制の整備・検討、お祭りやイベントの継

続・発展等を挙げている。 

この取組の中では、主に「空き家のリノベーションなど居住環境の整備推進」と「観

光客の受け入れ体制の整備・検討」を官民連携により進める取組であると考える。

図 中心市街地におけるゾーニング 
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（５）住宅市街地整備計画 

本事業は住宅市街地整備計画において、官民連携エリアとなる丸山町三丁目の一部や丸

山町四丁目を含む約 66.2ha を重点整備地区に指定地区内には幅４ｍに満たない狭隘道路

が多く、大規模な延焼や地震によ

る建物の倒壊や倒壊による避難

路の封鎖等のおそれがあり、早急

に防災対策を講じる必要がある。 

中心市街地に近接しているた

め、中心市街地の魅力向上、機能

向上に資するような土地利用の

検討が必要であると位置づけら

れている。 

図 日和山公園周辺地区まちづくり構想図 

図 整備地区および重点整備地区の区域 
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1－3－3 上記課題への対策としてこれまで実施している施策や調査等

これまで上記課題への対策として、次の調査・取組等を実施している。 

■これまでの調査・取組等 

年度 実施内容 

2018 ワークショップ等によるまちの魅力、課題抽出

2019 ワークショップ等による基本構想の策定

2019 日和山公園周辺地区まちづくりに関するアンケート調査の実施

2020 日和山公園周辺地区まちづくりに関するアンケート調査の実施

2020 地区内道路の概略設計（道路配置計画等の検討）

2021 面的整備モデルプランの検討

（１）ワークショップ等によるまちの魅力、課題抽出

 北側斜面地の日和山公園周辺地区の地域住民（下図参照）を対象とし、当該

地区のまちづくりに関する住民の課題、意向等を把握するためワークショップ

を開催した。

地区内の道路幅員のことや日和山公園の利活用する際のアイデア、空き家・

空き地の取扱い、その他今後のまちづくりの方針等に関する意見を聴取した。

図 ワークショップ実施地区 
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（２）ワークショップ等による基本構想の策定

（３）日和山公園周辺地区まちづくりに関するアンケート調査の実施(2019 年度) 

「地震による建物の倒壊や損傷」「建物及び設備の老朽化」「火災による延焼」に対

して不安を感じている割合が高い。また、「自家用車」「バスなどの公共交通」「徒歩」

で移動する割合が高く、車を利用しなくても生活利便性の高い地区であるが、買い物

などの帰宅の際に荷物が増える場合にあっては、車やタクシーを利用していると想定

される。その他、車が自宅の敷地まで入らない方が約 60%と高くなっている。

 アで実施した地域住民を対象としたワークショップの意見をとりまとめ、まち

づくりの基本構想の策定を行った。

地区の魅力と課題を踏まえ、まちづくりの方向として、以下の４つを整理した。

・暮らしやすい住環境の整備

 ・防災性・防犯性の向上

 ・地域のにぎわいづくり

 ・地域の歴史・文化の継承

■アンケート概要

【調査対象】 丸山町一、二、三、四、五丁目

【調査期間】 令和元年４月２４日から５月２４日

【回収率】 配布数７２６部  回収数３８４部（回収率５２.９％）

63%

47%

55%

33%

4%

9%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．地震による建物の倒壊や損傷

２．火災による延焼

３．建物及び設備の老朽化

４．周りの建物からの被害（空家・空地含む）

５．その他

６．不安はない

７．無回答 N=384

52%

26%

42%

38%

4%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．自家用車

２．タクシー

３．徒歩

４．バスなどの公共交通

５．自転車

６．その他

７．無回答
N=384

問 建物について、災害等に対する不安はありますか？

問 買い物や通院など、普段、お住まいの場所から

どのように目的地へ移動されますか？

問 （左記で自家用車・タクシーを選んだ方）

 ご自宅の敷地まで車が入りますか？

39%

60%

1%

１．入る

２．入らない

３．無回答

N=283
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（４）日和山公園周辺地区まちづくりに関するアンケート調査の実施(2020 年度) 

「空き家の解消」「緊急車両が通行できる道路の整備」「安全・快適な歩行空間の

整備」が安全安心で快適に過ごせるまちをつくるために地区に必要であると感じて

いる割合が高い。空き家の解体や利活用を推進することで地区の防災性向上を図る

こと、狭あい道路の改善を行うことで、緊急車両の通行や歩行者の安全を確保する

必要があると言える。

 また、スーパーマーケット等の生活利便施設の誘致の声も大きい。

■アンケート概要

【調査対象】 丸山町一、二、三、四、五丁目、西入江町、入江町、

細江町一丁目、豊前田町一丁目、長崎中央町、笹山町

【調査期間】 令和２年４月２４日から５月２９日

【回収率】 配布数１０２６部  回収数４８０部（回収率４６.８％）

問 【安全安心で快適に過ごせるまちをつくる】ために、

お住まいの地区に必要と感じるものは何ですか？？

23%
49%

34%
24%

15%
30%

54%
31%
30%
29%

4%
4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．地区内外のアクセス性を向上させる道路の整備
２．緊急車両が通行できる道路の整備
３．安全・快適な歩行空間の整備
４．歩行者が休憩できる施設の整備
５．ガードレール等の安全施設の整備
６．狭い道路でも通行可能な移動手段の検討
７．空き家の解消
８．若者達が住み替えや移住しやすい環境形成
９．自然災害への対策
１０．スーパーマーケット等の生活利便施設の誘致
１１．その他
１２．無回答

N=480
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（５）地区内道路の概略設計（道路配置計画等の検討）

図 地区内道路の配置検討図 

 丸山三丁目、四丁目の下図にある現道（L=0.43km）を幅員６ｍに拡幅し、地
区内の狭あい道路の解消と利便性向上を図ることを検討している。
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1－3－4 当該事業の発案経緯

本地区は、中心市街地に位置し、下関駅までも近い良好な場所にありながらも、住宅密

度が特に高い密集市街地となっており、大規模火災が発生する可能性が懸念されることか

ら、道路の拡幅や市街地整備等を推進することで空地を増やすなど、公共用地率を高め、

住環境の改善に資する事業化の検討を重ねてきた。

また、本地区の整備は市長の公約に掲げられており、実現に向け地区住民と合意形成を

進めている。

これらの状況を踏まえて事業の実効性を高めるため、官民それぞれの強みを活かし、道

路拡幅整備と合わせて、周辺の面的整備を官民一体となって進めることとなった。

1－3－5 当該事業の必要性

本事業は、道路拡幅整備と合わせて、民間事業者が道路周辺の面的整備による空き家の

解消、老朽建築物の建替えや店舗等の誘致を一体的に行うことで、スピード感のある新た

なまちづくりを推進することを期待している。

また、空き家の解消等の地域課題の解消に加えて、店舗等の誘致による地域にふさわし

い中心市街地のポテンシャルを活かした新たなまちづくりを推進することで、エリア価値

の向上とコスト縮減を図ることを期待している。
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1－4 検討体制の整備

1－4－1 庁内の検討体制

本事業は、関連部署(市街地開発課、公園緑地課、道路河川管理課)により構成され、検討
体制を整備している。

また、各種事業の官民連携の着実な推進を図るため、官民連携の推進に係る事項は、市

の所管部署として、当面、市街地開発課を中心に取り組むこととしている。

1－4－2 民間の関係者との協力体制

【日和山公園周辺地区のまちづくりを考える会の協力】

本地区では、日和山公園周辺のまちづくりを考える会が令和２年 10月に結成され、市と
協働して、自主的、継続的に将来のまちづくりに資する活動を行っている。

まちづくりを考える会の役割は、以下の通りである。

市街地開発課 

道路河川管理課 

（道路管理者） 

公園緑地課 

（公園管理者） 

建設部 

都市整備部 

図 庁内体制図 

■主な役割 

・将来のまちづくりのために資する活動を自主的、継続的に行う。（地区住民が行う

まちづくりに関する話し合いへの参加やその他の地区住民等への情報提供等） 

・市が行うまちづくりに関する説明会等に積極的に参加し、活発な意見交換を行う。

・市が行うアンケート調査等に協力する。 

・将来のまちづくりに必要な地区の情報収集等を行い、市と協議、調整等を行う。
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２．本調査の内容                           

2－1 調査の流れ

本事業は、以下の流れにより調査を実施した。

(1)前提条件の整理

(2)事業化検討

本地区住民との連携方法の

意向・協力についての把握

(4)報告書作成

(3)今後の進め方

図 調査の流れ 

○対象地区の概要

○対象地区の方向性の検討

 ・地域住民や関係者のニーズ等の整理

 ・対象地区整備の実施方針

 ・対象地区の整備コンセプト

○事業手法等の検討

・事業方式の検討

・契約形態の検討

・事業ケースの整理

・事業ケースの選定

○事業化に向けたスケジュール等

○想定される課題等

サウンディング

の結果等

○事業手法・スキームの比較

○検討結果・結論

○法令等の整理

○リスク分担の検討
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３．前提条件の整理                          

3－1 対象地区の概要

3－1－1 対象地区の位置等

対象エリアは、JR下関駅から下関市役所を結ぶ国道 9号の北側の斜面地にあり、老朽建
築物が連なる密集市街地となっている。国道９号北側斜面地の中心に存する日和山公園周

辺地区は、丸山三丁目、四丁目を中心とした下図の地区となっており、公共交通機関や商

業、業務機能が集積する利便性の高い地区であるが、密集市街地の特徴の一つである狭あ

いな道路が多いことなどから建築物の更新が進まず、老朽建築物等が密集している。

3－1－2 対象地区の状況

（１）用途地域

本地区周辺は、主に第一種住居地域となっている。

図 用途地域 

図 対象地区 
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（２）標高

本地区周辺は、国道９号のある平地部と比較して標高 80m以上と標高差のある地形的条
件となっている。

（３）道路幅員の現況

本地区周辺の道路は、主に幅員４ｍ未満の狭あいな道路となっている。

図 標高 

図 道路幅員現況 
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（４）土地利用の状況

本地区周辺は、多くが住宅用地となっており、浄水場や公園が立地している。

（５）建物年齢別の現況 

本地区周辺は、築 30年以上経過する建物や建築年次不明の建物が多く分布している。

図 土地利用の状況 

図 建物年齢別の現況 
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3－2 対象地区の方向性の検討

3－2－1 地域住民や関係者のニーズ等の整理

「空き家の解消」「緊急車両が通行できる道路の整備」「安全・快適な歩行空間の整備」

が安全安心で快適に過ごせるまちをつくるために地区に必要であると感じている割合が高

い。空き家の解体や利活用を推進することで地区の防災性向上を図ること、狭あい道路の

改善を行うことで、緊急車両の通行や歩行者の安全を確保する必要があると言える。

 また、スーパーマーケット等の生活利便施設の誘致の声も大きい。

 さらに、地域住民等とのワークショップにより対象地区の魅力や課題等を聴取し、まち

づくりの方向の確認を行った。

【（再掲）日和山公園周辺地区まちづくりに関するアンケート調査の実施(2020年度)】

【（再掲）日和山公園周辺地区住民とのワークショップ意見のとりまとめ】

地区内の道路幅員のことや日和山公園の利活用する際のアイデア、空き家・空き

地の取扱い、その他今後のまちづくりの方針等に関する意見を聴取した。

ワークショップの意見をとりまとめ、まちづくりの基本構想の策定を行った。

地区の魅力と課題を踏まえ、まちづくりの方向として、以下の４つを整理した。

・暮らしやすい住環境の整備

 ・防災性・防犯性の向上

 ・地域のにぎわいづくり

 ・地域の歴史・文化の継承

問 【安全安心で快適に過ごせるまちをつくる】ために、お住まいの地区に必要と感じ

るものは何ですか？？

23%
49%

34%
24%

15%
30%

54%
31%
30%
29%

4%
4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．地区内外のアクセス性を向上させる道路の整備
２．緊急車両が通行できる道路の整備
３．安全・快適な歩行空間の整備
４．歩行者が休憩できる施設の整備
５．ガードレール等の安全施設の整備
６．狭い道路でも通行可能な移動手段の検討
７．空き家の解消
８．若者達が住み替えや移住しやすい環境形成
９．自然災害への対策
１０．スーパーマーケット等の生活利便施設の誘致
１１．その他
１２．無回答

N=480
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3－2－2 対象地区整備の実施方針

対象地区の概要、地域住民のニーズ等を踏まえ、下表の通り、対象地区整備の実施方針

を整理した。また、次頁に、対象地区で検討されている土地利用計画も併せて掲げる。

表 対象地区整備の実施方針 

まちづくり 

構想の方向性
対象地区の概要 地域住民のニーズ等

対象地区整備の 

実施方針 

暮らしやすい

住環境の整備

・平地部と比較して標高

80m 以上と標高差が

大きい

・築 30年以上経過する建
物や建築年次不明の建

物が多い

・空き家の解消

・安全・快適な歩行

空間の整備

〇土地条件に適合し、地区

の位置づけを踏まえた土

地利用を検討する

防災性・防犯

性の向上

・幅員４ｍ未満の狭あい

な道路が多く、老朽建

物が密集している

・空き家の解消

・緊急車両が通行で

きる道路の整備

〇現行道路の拡幅を行う

〇老朽建物等の危険性を排

除し、密集市街地を解消

するため面的整備を検討

する

地域のにぎわ

いづくり

・主に住宅用地となって

おり、生活利便施設が

ない

・スーパーマーケッ

ト等の生活利便施

設の誘致

〇中心市街地の魅力向上、

機能向上に資するような

土地利用を検討する

〇住宅だけでなく、多様な

用途を誘導できるよう、

拡幅する道路沿道にまと

まった宅地を確保するた

めの面的整備を検討する

地域の歴史・

文化の継承

・斜面地に市街地を形成

してきた原風景・まち

なみの歴史がある

〇地域の特性を活かしたま

ちづくりのビジョンを検

討する
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図 対象地区の土地利用計画 

GL 50.1m 

GL 28.4m 

GL 26.1m 



19 

3－2－3 対象地区の整備コンセプト

本調査では、本市と事業者の官民連携で整備を進めるための可能性について実施するこ

とから、対象地区の実施方針を踏まえ、本調査を推進するうえで、事前に設定した支援内

容、権利者との調整事項等について、その概念を以下に整理した。

○事業概要 

・公共事業として６ｍ道路を整備する一方、魅力あるまちづくりを目指し、利便性が向上

した沿線宅地を民間事業で同時期に整備。 

○整備方針 

 ・６m道路は公共事業として整備。 

 ・沿道宅地整備は民民事業として整備。 

○整備内容 

 ・６m道路設計・施工 

 ・沿道宅地の整備 

 ※道路の維持管理は含まない 

図 整備を官民連携で推進するための概念 
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４．事業化検討                             

4－1 事業手法等の検討

4－1－1 事業方式の概要

ここでは、本調査を実施する際、対象となる事業方式について、その特徴を整理する。

（１）従来方式（公設公営） 

 ①事業の概要 

 従来方式は、一般的に公有地や公共施設等の整備を対象として、市が資金を調達して、

市が施設の設計、建設、所有し、施設管理も市が実施する方式である。

施設管理は民間へ委託を行う場合もあるが、設計、施工、管理、補修工事、必要資機

材の調達等は、発注者が個別案件毎に発注する。また、事業の健全性評価に係る事業モ

ニタリングを公共が担う必要がある。

よって、全工程で公共が主体となるため、行政側の負担が大きく、民間ノウハウ活用

の範囲は限定的である。

ただし、建設費は、競争入札を導入することにより低減される可能性があり、公共が

資金調達を行うため、低金利であることから、事業費の削減効果が期待できる。また、

運営管理においては、近年では、指定管理者制度の導入による一括管理を行うことが一

般化している。

②事業の特徴 

従来方式を導入した場合のメリット、デメリットについて、以下に示す。

○メリット 

・全工程において公共が事業主体となるため、市民の信頼性は高い。

・競争入札（価格のみ）とする場合、選定手続きは短い。

○デメリット 

・施設稼働後も公共側で契約手続きが発生し、事務手続きの負担が大きい。

・第三者による事業の監視機能はない（公共が自ら監視を行う）。

・建設期間中の財政負担額が大きい。

・効率的な施設運営を見越した設計、施工のインセンティブが働かない。

・補修の必要性及び工事発注について公共の主体的な判断が難しい。

・維持管理は専門業者に依存することが多く、その費用削減が困難である。

・維持管理に係る委託契約では、民間事業者が行う業務範囲とそれに係る官民の

リスク分担についての議論が十分でない場合が多く、結果的に公共が予定外の

責任、財政負担を負う可能性がある。
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（２）ＤＢ（デザイン・ビルド）方式 

 ①事業の概要 

 ＤＢ方式では、設計、施工を一括して発注する方式で、資金調達において従来方式

と同様に市が資金調達を負担する。また、方式においては、一般的に公有地や公共施設

等の整備を対象とするものである。

また、民間が資金調達を行うのに比べ、資金調達リスクが低いことや、施工を見据え

た最適設計による整備費の削減が期待できることなどが特徴として挙げられるものの、

設計者側のチェックがしづらいため、施工しやすい妥協的な設計となり得るリスクがあ

る。

後に示すＰＦＩ方式との相違点は、市が資金調達を行うため、設計・施工、運営段階

における金融機関によるモニタリングがしづらい点が挙げられる。

②事業の特徴 

ＤＢ方式を導入した場合のメリット、デメリットについて、以下に示す。

○メリット 

・設計、施工の一括発注であり、事業全体を通しての事業期間の短縮やトラブルへ

の対応性が高い。 

・設計時より施工を見据えた品質管理が可能となり、施工者の得意とする技術の導

入が期待される。 

○デメリット 

・契約詳細の詰めにかかる手続き上の負担が大きい。 

・建設期間中の財政負担額が大きい。 

・設計者や発注者のモニタリングがしづらいため、施工しやすい妥協的な設計可能

性がある。 
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（３）ＤＢＯ（デザイン・ビルド・オペレート）方式 

 ①事業の概要 

 ＤＢＯ方式では、資金調達において従来方式と同様に市が資金調達を負担するが、

契約・発注は、設計事務所と建設会社に対し、包括的に発注する。後述するＰＦＩ方式

に類似した事業方式である。本方式においても、一般的に公有地や公共施設等の整備を

対象とするものである。

運営維持管理段階では、市はＳＰＣ（特別目的会社）を指定管理者に指定したうえで、

運営維持管理業務委託を締結し、運営維持管理を包括的に実施するため、効率的な施設

運営を見越した設計、施工のインセンティブが働くことや、施設の運営面において民間

事業者のノウハウを活用することができる。

また、民間が資金調達を行うのに比べ、資金調達リスクが低いことや、運営も見据え

た最適設計による建設費の削減が期待できることなどが特徴として挙げられる。

後に示すＰＦＩ方式との相違点は、市が資金調達を行うため、設計・施工、運営段階

における金融機関によるモニタリングがしづらい点が挙げられる。

②事業の特徴 

ＤＢＯ方式を導入した場合のメリット、デメリットについて、以下に示す。

○メリット 

・運転、維持管理、補修、ユーティリティの確保も含めて契約するため、運営期間

中の債務が事業当初の段階で確定する。 

・運営期間中は、市民等と同じ第三者的視点で監視することが可能である。 

・施設建設と施設運営の一括発注であり、事業全体を通してのトラブルへの対応性

が高い。

○デメリット 

・ＰＦＩ法に準じた手続きをとることが多く、当該手続の負担が必要となる。 

・契約詳細の詰めにかかる手続き上の負担が大きい。 

・建設期間中の財政負担額が大きい。 

・直営職員の雇用についての検討が必要である。
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（４）ＰＦＩ（ピー・エフ・アイ）方式 

 ①事業の概要 

ＰＦＩ方式では、ＰＦＩ法に基づき、資金の調達から施設の設計・建設・運営・維持

管理に至るまでの全工程を一括して民間が請け負う。施設整備後は、ＳＰＣが継続して

運営維持管理を行う。

設計、建設会社等で構成する民間企業コンソーシアム等は、事業を実施するためにＳ

ＰＣを設立し、プロジェクトから得られる収益を担保としたプロジェクト・ファイナン

スによる資金調達を行う。また、ＳＰＣは、公共との間で事業権契約を締結し、公共サ

ービスを提供して行くと同時に多くの企業が関わる事業の全体をとりまとめる事となる。

民間ノウハウの活用範囲は、事業期間を通して効率的な施設運営を見越した設計、施

工のインセンティブが働くため、民間事業者のノウハウを活用することができる。

また、民間が資金調達を行うのに比べ、資金調達リスクが低いことや、運営も見据え

た最適設計による建設費の削減が期待できることなどが特徴として挙げられる。

ＰＦＩ手法には、建設後に建物所有権を公共に移転するＢＴＯ方式と事業終了時に所

有権を公共に移転するＢＯＴ方式等の事業方式がある。

以下に代表的な事業方式を整理する。

表 ＰＦＩ手法の主な事業方式 

種類 内 容

ＢＴＯ方式

～Build Transfer Operate 
民間事業者が施設等を建設し、施設完成直後に公共施設等の管

理者等に所有権を移転し、民間事業者が維持・管理及び運営を

行う事業方式

ＢＯＴ方式

～Build Operate Transfer 
民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営し、事業終

了後に公共施設等の管理者等に施設所有権を移転する事業方式

ＢＯＯ方式

～Build Own Operate 
民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営し、事業終

了時点で民間事業者が施設を解体・撤去する等の事業方式
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②事業の特徴 

 ＰＦＩ方式を導入した場合のメリット、デメリットについて、以下に示す。

○メリット 

・施設建設と施設運営の一括発注であり、事業全体を通してのトラブルへの対応性

が高い。

・事業を通して市民等と同じ第三者的視点で監視が可能である（金融機関の監視が

導入される可能性もある）。

○デメリット 

・直営職員の雇用についての検討が必要である。 

・ＰＦＩ法に基づく事業の手続きをとるため、当該手続の負担が必要となる。

・融資を含めた契約となるため、手続の負担が大きい。

・金融機関の融資を活用するため、資金調達コストは割高になる（金利が高価）。

・全工程において民間事業者が事業主体となるため、市民の信頼性確保が必要であ

る。

・事業規模が小さい場合は、民間事業者のコスト削減が困難な場合があることから、

ある程度の事業規模が必要となる。
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4－1－2 事業方式による役割比較

事業手法ごとに、市及び民間事業者の役割分担について整理した。

なお、計画対象地の土地及び施設の権原は一様でなく、民有地、市有地等が存すること

を踏まえた事業手法の選択が必要となる。

従来方式（公設公営）及び民間による開発事業（民設民営）のほか、官民連携によるＤ

ＢＯ方式やＰＦＩ方式について下関市と民間事業者との役割比較を行った。

それぞれの事業方式の特徴を施設の所有形態や資金調達、事業実施主体の観点から、以

下のように整理した。

DB DBO BTO

公設公営
（従来型）

直営

公
共
所
有

下関市

下関市

下関市

下関市

下関市

Design
(設計)

Build
(施工)

Operation
(維持管理/運営)

Finance
(計画/資金調達)

公
共
所
有

民間
►一括受注

民間
►長期包括

下関市

下関市

公
共
所
有

民間
►一括受注

下関市

下関市

公
共
所
有

民間

民間

民間

民
間
所
有

下関市事業終了

BOT

民間

民間

民間

下関市

民
間
所
有►所有権移転

►所有権移転

BOO

民間

民間

民間

民間

民
間
所
有

►民間が解体

公設民営 公設民営

民間の関与度低 高

PPP PFI

図 事業方式による役割比較 
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4－1－3 事業方式の検討

前項で整理した事業方式ごとに、計画・設計・建設工事、維持管理等の各段階における

作業項目を検討・抽出するとともに、計画・設計・建設工事、維持管理等に係る市及び民

間の役割分担について整理の上、本事業における事業方式において妥当な方式の検討を行

った。

従来型の発注方式では、詳細設計まで市で実施した上で工事を発注する仕様発注が一般

的だが、ＤＢ方式やＰＦＩ手法等の場合は、市が求める条件を整理(機能発注)するため、基

本設計までが市の役割となる。それ以降の業務は民間側に委ねる形式をとるため、効率化

が図れる可能性がある。

なお、本事業では、管理業務を含まないことから、ＤＢ方式が妥当と考えられる。

図 官民の一般的な役割分担 
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4－1－4 契約形態の検討

６m 道路整備に限定した場合は、以下の「一般的ＤＢ方式の契約フロー図」に示すよ

うな一般的なＤＢ一括契約方式で対応可能であるものと考えられるが、本事業は、沿道

活用について民間側のノウハウを活用しつつ、合理的に整備を推進することを考えてい

る。そのため、「技術提案・交渉方式に基づくＤＢ方式の契約フロー図」のような契約形

態が最良であると考える。

図 一般的 DB方式の契約フロー 
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図 技術提案・交渉方式に基づく DB 方式の契約フロー 
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4－1－5 事業ケースの整理

後述する事業者サウンディング意見からみた事業参画の課題を踏まえ、下表の４つの

事業ケースを想定した。

表 事業参画の課題を踏まえた想定する事業ケース 

民間事業者の意見からみた事業参画
時の課題 

想定する事業ケース 

課題１：参画者のインセンティブ確

保と事業担保 

※地権者及び民間事業者への負担軽

減

ケース１：付帯する事業への補助金

・６m 道路以外の区域内に整備する公

共施設（道路・公園・緑地・広場 等）

の整備に要する費用の一部補助の検

討

課題２：土地利用方針の明確化 ケース２：地権者交渉サポートの充実

・地権者との交渉が円滑に運ぶための

交渉サポート案の検討 

※事業計画等に基づいた協定や権利者

からの覚書取得などが想定される

課題３：導入機能の多様化 ケース３：誘致する建物（用途）の明

確化・まちづくりビジョン

・住宅市街地総合整備事業（都市再生

住宅等整備事業）を活用した住居系

（共同住宅等）用途の誘導の検討

課題４：土地区画整理事業などの面

的開発の可能性

ケース４：宅地の拡大・土地区画整理

事業の実施

・面的整備の手法として「都市再生区

画整理事業」導入の検討

表 想定する事業ケースと補助メニュー・支援内容等 

想定する事業ケース 

ケース１：付帯する事業への補助金

ケース２：地権者交渉サポートの充実

ケース３：誘致する建物（用途）の明確化・まちづくりビジョン

ケース４：宅地の拡大・土地区画整理事業の実施
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以下に、前述した「想定する事業ケース」について、その概要を示した。

（１）ケース１：付帯する事業への補助金

〇事業参画の課題 

参画者のインセンティブ確保と事業担保 

※地権者及び民間事業者への負担軽減 

〇事業内容 

６m道路以外の区域内に整備する公共施設（道路・公園・緑地・広場 等）の整備に要

する費用の一部補助の検討 

〇補助メニュー・支援内容等 

（仮称）下関市公共施設の整備に係る補助金交付要綱 

 ※要綱等の創設の検討が必要 

図 補助金対象となる道路・公園イメージ 
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国土交通省 下関市 

金融機関 

権利者 

設計事務所 建設会社 運営管理会社 

事業者（コンソーシアム等） 

道路敷地に 
対する用地費、 
移転物件補償費 

(支援)

(融資)

区画道路 
設計・施工 

設計・施工・ 
費用・補助金

宅地整備費
or 
用地費 

宅地整備 
or 
用地費等 

設計・施工 
一括委託契約※1 

売買契約 
or 
請負契約等※2 

※1 設計・施工一括委託契約

・既存道路の拡幅に係る契約で、設計・施工

を下関市が事業者に一括で発注(DB 方式)。 

・道路敷地に係る権利者交渉及び用地費、移

転補償費等は下関市が担う。 

※2 売買契約.or.請負契約等

・参画事業者が道路に隣接する宅地を買取・賃借し、整備し

た後、住宅や商店等を整備。あるいは、宅地権利者の依頼

で宅地及び上物整備を請け負う。 

・下関市は沿道宅地整備にかかる権利者等との交渉のサポート

や区域内に係る公共施設整備に対し、一定条件により補助金

を支援する。

図 ケース１のスキーム 
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（２）ケース２：地権者交渉サポートの充実 

 〇事業参画の課題 

参画者のインセンティブ確保と事業担保

※民間事業者への負担軽減

 〇事業内容 

地権者との交渉が円滑に運ぶための交渉サポート案の検討

 〇補助メニュー・本地区住民との連携方法の設定 

以下のような活用が想定される。 

なお、各パターンの概要は、次頁以降に示す目 

パターン１ 権利者からの覚書取得による担保

パターン２ 立地誘導施設（コモンズ）協定を活用した担保

パターン３ 低未利用土地利用促進協定を活用した担保

○本地区住民との連携方法の意向・協力についての把握

本地区のまちづくりに連携・協力してもらうため、本地区住民と連携するための方法

にのうち、パターン１ 権利者から覚書を取得することを担保として事業を進めることに

ついて、本地区住民の意向を把握した。以下にその概要を示す。

■本地区住民の意見 

・道路も狭く、建物が密集しているこの地区に６ｍ道路が通るということは、大変良

いことであるため、本地区住民として協力していかなければならないことを認識し

ている。 

・ただ、これらの地区は地権者の権利関係が複雑になっているとともに、地権者の多

くに高齢化が進んでいる状況であり、円滑に事業を進めるためには権利関係の調整

や前もって土地の名義の変更等の対応が必要である。 

・本地区の整備・開発を進めるため、地権者と市の間で相互に協力して土地を有効活

用するための検討を行う確認を取る必要があるが、あまり難しいものや不審に思わ

れるものでは、事業が進まなくなる。 
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図 覚書による事業推進の流れ(案) 

※１ 

パターン１ 権利者からの覚書取得による担保 
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図 覚書（案） 

※１ 覚書のイメージ

〇下関市が実施する事業に、地権者等の土地を含め計画することに対する相互間の確認。

〇その事業計画に定める事業を実施する事業者を選定する旨の相互確認。
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【協定制度の概要】 

 □根拠法：都市再生特別措置法第 109 条の 4以下 

 □創設年：平成 30 年 

 □協定タイプ：下関市と民間 

 □制度概要： 

  都市機能や居住を誘導する区域で、空き地、空き家を活用して、交流広場、コミュニテ

ィ施設、防犯灯など、地域コミュニティ等やまちづくり団体が共同で整備・管理する空間・

施設について地権者合意により協定を締結。 

【協定制度の要件】 

□対象区域：居住誘導区域または都市機能誘導区域内 

 □対象施設：立地誘導促進施設 

 □同意等：全員 

 □許可：必要 

□事前手続き：公告・縦覧・意見書処理 

□事後手続き：公告・縦覧 

□承継効※：あり 

 □税制支援：固定資産税、都市計画税 

【活用の可能性】 

図 立地誘導施設（コモンズ）協定制度 

※承継効とは 

 売買などによって土地の権利者に変動があった場合

に、協定締結者本人ではなく、土地の権利を引き継いだ

者に協定の効力を引き継がせる効果を有することを言

う。これは契約の効力は当事者間のみに及ぶという民事

法原則の例外である 

 協定対象となる施設が法令で限定されていないことから、コミュニティで整備・管理す

る共同利用施設の安定的（居住者や商店主の変動による影響を受けない）維持に広く活

用可能。また、複数の施設を一体的に整備・管理することも可能。

 相続による通路等の滅失回避、団地開発業者が整備した広場の住民管理、商店街による

賑わい施設の共同運営等の幅広い活用が想定される。

パターン２ 立地誘導施設（コモンズ）協定を活用した担保 
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【協定制度の概要】 

 □根拠法：特別措置法第 80条の 3以下 

 □創設年：平成 28 年 

 □協定タイプ：地域内地権者相互 

 □制度概要： 

  「小さく」「散在する」するため使い勝手が悪い低未利用地の地権者等と利用希望者とを、

行政が所有者等の探索も含め能動的にコーディネートの上、土地・建物の利用のために必

要となる権利設定等に関する計画を市町村が作成し、一括して権利設定等を行う。 

【協定制度の要件】 

□対象区域：都市再生整備計画区域内 

 □対象施設：低未利用地 

 □同意等：全員 

 □許可：必要 

□事前手続き：なし 

□事後手続き：なし 

□承継効※：なし 

 □税制支援：登録免許税、不動産取得税 

【活用の可能性】

図 低未利用土地利用促進協定制度 

 権利設定・移転後の土地・建物は、「住宅」「誘導施設」「住宅や誘導施設の立地の誘

導を図るもの」のいずれに活用しても良く、幅広い場面で活用が可能。

 固定資産税課税情報等で地権者情報を把握しながら、合意の取れた部分から段階的に権

利設定・移転を進めることで、関係者の理解の醸成につなげることが可能。

 複数の土地に一括して利用権を設定する場合や、隣地を取得してゆとりある生活空間を

創り出す場面などにも活用可能。

※承継効とは 

 売買などによって土地の権利者に変動があった場合

に、協定締結者本人ではなく、土地の権利を引き継いだ

者に協定の効力を引き継がせる効果を有することを言

う。これは契約の効力は当事者間のみに及ぶという民事

法原則の例外である 

パターン３ 低未利用土地利用促進協定を活用した担保 
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図 ケース２のスキーム 

国土交通省 下関市 

金融機関 

権利者 

設計事務所 建設会社 運営管理会社 

事業者（コンソーシアム等） 

道路敷地に 
対する用地費、 
移転物件補償費 

(支援)

用地交渉 
サポート 

(融資)

区画道路 
設計・施工 

設計・施工・ 
費用 

宅地整備費
or 
用地費 

宅地整備 
or 
用地費等 

設計・施工 
一括委託契約※1 

売買契約 
or 
請負契約等※2 

※1 設計・施工一括委託契約

・既存道路の拡幅に係る契約で、設計・施工

を下関市が事業者に一括で発注(DB 方式)。 

・道路敷地に係る権利者交渉及び用地費、移

転補償費等は下関市が担う。 

※2 売買契約.or.請負契約等

・参画事業者が道路に隣接する宅地を買取・賃借し、整備し

た後、住宅や商店等を整備。あるいは、宅地権利者の依頼

で宅地及び上物整備を請け負う。 

・下関市は、地権者との覚書締結等により、民間事業者参画へ

の担保性の確保や沿道宅地整備にかかる権利者等との交渉

のサポートを行う。
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（３）ケース３：誘致する建物（用途）の明確化・まちづくりビジョン 

 〇事業参画の課題 

 ・土地利用方針の明確化

・参画者のインセンティブ確保と事業担保

・導入機能の多様化 

 〇事業内容 

住宅市街地総合整備事業（都市再生住宅等整備事業）を活用した住居系（共同住宅等）

用途の誘導の検討 

 〇補助メニュー・支援内容等 

住宅市街地総合整備事業（都市再生住宅等整備事業） 

表 住宅市街地総合整備事業（都市再生住宅等整備事業）の概要 

〇整備計画に従い、住宅等の建設、公共施設の整備等を総合的に行う事業で、そのうち、

住宅等を失うことにより住宅等に困窮すると認められる者を入居させるための従前居住

者用の住宅等の整備を行う事業 

〇事業主体となれるのは、地方公共団体、独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社、

民間事業者等 

（補助内容） 

本事業で想定される導入事業を以下に示す。 

①老朽建築物、空き家等の除却(買収費、除却工事費、通損補償等) …2/3 

②従前居住者用の受け皿住宅の整備(調査設計計画、従前居住者用賃貸住宅整備等) …2/3 

…都市再生住宅等整備事業 

③道路・公園、コミュニティ施設の整備 …2/3 

図 ケース３のスキーム 
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（４）ケース４：宅地の拡大・土地区画整理事業の実施 

 〇事業参画の課題 

・土地利用方針の明確化

・土地区画整理事業などの面的開発の可能性

・導入機能の多様化

 〇事業内容 

 面的整備の手法として「都市再生区画整理事業」導入の検討 

 〇補助メニュー・支援内容等 

都市再生区画整理事業 

表 都市再生区画整理事業の概要 

〇防災上危険な密集市街地及び空洞化が進行する中心市街地等都市基盤が貧弱で整備の必

要な既成市街地の再生を推進するため施行する土地区画整理事業 

〇都市計画道路整備が伴わない事業や小規模事業においても、行政が施行者とならず地権

者等による民間建築活動を契機とした敷地の集約化、共同利用、街区の再編を行う組合

等への支援が可能 

〇事業主体となれるのは都道府県、市町村又は土地区画整理組合等 ※組合施行を想定 

（整備要件） 

①指定容積率／100 ☓（施行面積）≧２．０ｈａ 

    … 本地区は容積率 200%であるため、事業区域は１．０ha 以上 

②直前の国勢調査に基づく DID に係る地区 

③市町村マスタープランなどの法に基づく計画等に位置づけ 

④施行前の公共用地率１５％未満（幹線道路等を除く） 

（補助内容） 

調査設計費、宅地整備費、移転移設費、公共施設工事費、供給処理施設整備費、電線類

地下埋設施設整備費、減価補償費又は公共施設充当用地取得費、公開空地整備費、立体換

地建築物工事費、営繕費、機械器具費、事務費 
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図 土地区画整理事業（組合施行）のスキーム 

下関市 

権利者 

金融機関 設計事務所 建設会社 運営管理会社

業務代行者（事業者（コンソーシアム等）） 

代金

土地区画整理組合 

民間事業者 

宅地購入者 

保留地 

法手続き 
支援要請 
補助金申請等 

認可等 
技術支援 
保留地処分支援 
補助金等 

資金調達

返済 

土地使用、減歩 

換地
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4－1－6 事業ケースの選定

事業者サウンディング意見等を踏まえ、事業ケースの比較整理を行った。

その結果、ケース１及び２に対する民間事業者の意見が多いこと、これら２つのケー

スは、民間事業者が同時期に沿道宅地の開発と民間施設等の誘致について、一体的にス

ピード感をもって進めることができ、事業の可能性を高めることが期待できることから、

ケース１及び２を選定した。

 ■選定理由 

・ケース１、２ともに、行政としてスピード感をもって事業を進めることができるため 

・ケース１では、まとまった宅地を整備する際の補助金を得られることで、民間事業者

の事業運営の可能性が高まるため 

 ・ケース２では、まとまった宅地を確保する可能性が高まり、民間事業者にとって地権

者と調整する負荷が軽減されるとともに、誘導する施設用途の幅が広がるため 

 ・ケース３及び４では、地区全体の土地利用方針が明確になり、導入機能が多様化する

メリットはあるものの、整備計画の立案や土地区画整理組合との手続き等に時間を要

するなど、事業全体のスピード感に欠けるため、ケース１及び２により、事業者にイ

ンセンティブを付与することで、スピード感のあるケースを選定することとした。 

表 事業ケースの比較・選定 

事業の 
担保性 

民間事業
者等への

負担 

誘導用途
の多様性 

土地利用
方針の明
確性 

事業 

スピード
総合評価

ケース１：付
帯する事業へ
の補助金 

－ 
◎ 

(事業者要望
が高かった)

△ 
(補助がある
ことで間接的
に効果あり)

× ○ ○ 

ケース２：地
権者交渉サポ
ートの充実 － 

◎ 
(事業者要望
が高かった)

○
(交渉支援が
あることで間
接的に効果あ

り)

× ○ ○ 

ケース３：誘
致する建物
（用途）の明
確化・まちづ
くりビジョン

△ ○ ○ ○ × △ 

ケース４：宅
地の拡大・土
地区画整理事
業の実施 

× 
△ 

(組合事業)
○ ○ × △ 

〇ケース１：付帯する事業への補助金

〇ケース２：地権者交渉サポートの充実 
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4－2 事業手法・スキームの比較

ここでは、従来型の公共事業と PPP 手法により実施した場合の事業コストを比較し、

事業効率性を検討する。この事業効率性の要素としては、定量的評価と定性的評価の 2
つの要素があり、この 2 つの視点で事業効率性を検討する。

なお、本業務では、６ｍ道路の整備に係るＤＢ方式（一括発注方式）を対象とするが、

ＤＢ方式では、設計・施工までが対象になることから簡便的に事業効率性を測定するこ

ととする。

4－2－1 定量的評価

事業コストの比較を考えた場合、個別発注方式

に係るコストは、設計コストと建設コストに大別

され、それぞれのコストにおいて発注管理が一部

を占めるが、ＤＢ方式の場合、個別発注に比べて

調達及び事務手続の簡素化が期待され、また、設

計や建設のコスト面においても、民間の創意工夫

により建設コストが抑制されることから、発注者

となる本市からの支出縮減が期待できる。

（１）評価算定に必要な条件設定 

算定に必要なパラメータは以下のとおりとする。

表 パラメータの設定

項 目 パラメータ

ア 事業期間 ４ヶ年

1 年目は設計、2～4 年を施工

イ 事業方式 DB 一括発注方式

従来型発注方式との比較

ウ 社会的割引率(以下、割引率) ４％

「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針

（共通編）」(H20 国土交通省)を適用

エ 換算率 Rt Rt =（１＋ｒ）ｔ による

ここで、

ｒ：割引率

ｔ：事業開始時期からの経過年

図 コスト削減イメージ 

出典：下水道未普及早期解消のための 
事業推進マニュアル 



43 

（２）事業費の算定 

本調査の対象とする事業は、道路予備設計が実施されており、ここでは、予備設計で

算出された概算工事費を活用する。

※非公表 

表 6 m 道路改良事業に係る概算事業費

図 工事路線対象図

宅地 

対象路線 

緑地 

〇用地費 c 
 道路改良に係る用地費（6m 道路
敷地分のみ）

〇補償費 d 
 道路改良に係る支障物件に対す

る補償費（6m 道路整備に影響する
家屋等のみ）



44 

（３）削減効果の検討 

DB 方式による事業コスト削減効果として、発注者側、受注者側ともに一括発注である

ことである。

受注者側のコストでの削減作業としては、資材調達や労働者確保、工事準備、片付け

などが考えられることから、本調査では、これらの作業が含まれる諸経費等に注目した。

直接工事費以外の諸経費等として「共通仮設費」、「現場管理費」、「一般管理費」があ

り、これらが、一括発注の場合と分散発注の場合とでの差を比較し、諸経費等の削減率

を算定した。

算定の結果、現在設定している諸経費率より、13.7%低減できるという結果を得た。

表 諸経費率からみる事業コスト削減効果

※非公表 
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（４）定量的評価 

前項の検討結果を用い、以下に、本事業の事業評価を行い、その結果 DB 方式を導入

することで、9.9%の削減が確認できた。

表 事業評価(定量的評価)

※非公表 
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4－2－2 定性的評価

前項で検討した定量的評価はコスト面に視点を置き評価したが、定性的評価では、事業

コストが想定より縮減しない場合であっても、ＤＢ方式により、事業繁忙期や事業コスト

を平準化させることで、複数の個別発注手続に要する時間と人手を削減できるなどのメリ

ットを有すると考えられる。

表 ＤＢ方式導入による定性的評価 

下関市のメリット 民間事業者のメリット

 年度間支出の平準化による予算執行の

効率化が図れる

 一括発注による工期短縮が図られ、住民

満足度の向上が期待できる

 手続き効率化や事務量が低減されるこ

とで関連業務の品質向上が期待できる

 複数年契約により繰越工事リスク低減

されることで、工期スケジュールの正確

性向上が図れる

 複数年一括契約により、安定収入が確保

できる。

 複数年契約を通して事業実施できるこ

とから閑散期、繁忙期問わず平準化した

事業経営が期待できる。
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4－2－3 サウンディングの結果等

事業者へのサウンディングを２回実施した。対象とする事業者数は、各回とも４社

であった。

（１）第１回サウンディング 

第１回のサウンディングは、①事業スキームの課題抽出、②官民の役割分担等の整

理、③民間事業者の本事業に対する意見・要望および参加意向を把握し本事業整備に

反映することを目的に行った。

サウンディング時の設問を以下に示す。

設問１－①：事業の内容について興味を持った点について

設問１－②：当該地区で考えられる用途について

設問１－③：事業への参画の可能性

設問１－④：事業への参画の条件

また、サウンディングは以下４社に実施しており、聴取した回答をまとめると、概

ね以下の内容に集約され、次の課題を整理した。

 他社との連携を希望する事業者は多い

 事業への関心は総じて高い

 用途は住宅系を挙げる事業者が多く、宅地面積をもう少し拡大できれば可能

性が広がる

 参画への敷居を下げるため、補助金や補助事業などの要望を挙げる企業があ

った。

 誘導する用途を明確にしておくことが望む声があった。

Ａ社：デベロッパー      Ｂ社：不動産業 

Ｃ社：総合建設業 Ｄ社：建築設計業

課題１：参画者のインセンティブ確保と事業担保 

※地権者及び民間事業者への負担軽減 

課題２：土地利用方針の明確化 

課題３：導入機能の多様化 

課題４：土地区画整理事業などの面的開発の可能性 

■事業参画の課題(再掲) 
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以下に、各社の回答および回答の考察を示す。

設問１－①：事業の内容について興味を持った点について

【各社の回答】

Ａ：まちをきれいにする意味でも興味を持っている。道路も付き合いのある業者と組んで

取り組むことができればと考えている。

Ｂ：まちを発展させていくということを考えれば重要なことと考えている

Ｃ：回答無し

Ｄ：建物の設計だけでは会社が成り立たない。まちづくりということも含めて、アプロー

チできないのかということで興味を持っている。

リノベーションなども踏まえ、利便性の向上に資する、新しい建物の設計にかかわれ

ると思った

【課題及び総括】

 自社でできないことは得意な業者と組んでできればと考えている。

 自分のまちの問題として、あるいはまちづくりとしてどうにかできないかという点か

ら興味がある。

設問１－②：当該地区で考えられる用途について

【各社の回答】

Ａ：交通量もないので、商業施設系は難しいと感じている。

住宅がメインになるのではと感じている。

Ｂ：住宅系かと考えている。

提示された宅地面積が少し小さいと思う。

拡げられるなら商業施設も誘致できなくはないと考えている。

Ｃ：住宅、共同住宅が中心と考える。

福祉系施設も考えられる。

Ｄ：デベロッパー会社など、キーパーソンに出会えるなら、可能性はあると思う

住宅を発注する方の役というか、まとめることはできるので、それであれば参画でき

るのかと思う

【課題及び総括】

 住宅系がメインになる

 福祉系施設や商業施設も考えられなくない。

⇒ただし、宅地面積をもう少し確保できるよう市が地権者と調整することが必要

⇒多様な用途を誘導する可能性を高めるための面的な整備が必要（公共用地率の向上が必

要）
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【想定する事業ケース】

【ケース２：地権者交渉サポートの充実】

【ケース３：誘致する建物（用地）の明確化・まちづくりビジョン】

設問１－③：事業への参画の可能性

【各社の回答】

Ａ：参加したい

Ｂ：前向きに検討したい

Ｃ：事業パートナーを探して前向きに検討したい

Ｄ：パートナー次第

【課題及び総括】

 パートナーがいれば、参加に前向きな事業者が多い

設問１－④：事業への参画の条件

【各社の回答】

Ａ：下関市が道路整備を実施したうえで付帯する事業という意味で、補助金があるとあり

がたい

Ｂ：道路の図面があれば検討しやすく、道路の取り合いがどうなるかなどがあれば、スム

ーズになるかと考えている

宅地をもう少し広げられれば可能性はあるかもしれない

Ｃ：まとまった土地がないので、大手企業にとってみれば難しいと感じる

土地をまとめる土地区画整理事業があればよい

Ｄ：宅地が家で埋まるだけの事業ということであれば参画しにくいと感じる

どのような用途を誘致するということが明確となれば参画しやすい

元々はまちづくりとしてこうしてはどうかということから考えればよいと思った

まずはまちをどのようにしたいかというビジョンを作らないといけない。地域のつな

がり・交流があるまちをつくる・人づくりをされた方がよいと思った

原風景を残したまちづくりができるならば、是非参画したいと思う

【課題および総括】

 補助金や補助事業などがあるとよい

⇒補助事業などの位置づけが必要

⇒宅地の用途が限られてしまうため、まとまった土地を確保できるよう面的整備も視野に

入れる対応が必要

⇒まちづくりとしてどうしたいかという市のビジョンづくりや地区計画の策定が必要

 誘導する用途を明らかにしてもらいたい
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⇒用途の規制の面からも方針設定が必要

【想定する事業ケース】

【ケース１：付帯する事業への補助金】

【ケース３：誘致する建物（用地）の明確化・まちづくりビジョン】

（２）第２回サウンディング 

第２回のサウンディングは、第１回サウンディングより明らかになった課題への方

策を明示し、再度、事業への関心や参画の意向を確認することを目的に行った。

サウンディング時の設問を以下に示す。

設問２－①：事業の内容に興味を持った点について

設問２－②：事業への参画の可能性

設問２－③：事業への参画の条件

設問２－④：課題に対応した新たな方策への意見

設問２－⑤：興味がありそうだと思われる企業等の紹介

設問２－⑥：その他参画しやすい方策等について

また、サウンディングは以下４社に実施しており、聴取した回答をまとめると、概

ね以下の内容に集約され、次の課題を整理した。なお、Ａ社のみが、第 1回サウンデ
ィング対象事業者である。

 自社技術の活用やまちづくりへの参画は総じて前向きな回答が多い

 総じて４つの方策すべて魅力的であるとの声があった

 中でも特に、方策１の付帯する事業への補助金がありがたいという声が多かった。

また、方策１により少し開発エリアを広げていく可能性も確認できた

 方策２の地権者との交渉サポートについても、お願いしたい、よりサポート内容を

明確にしてほしいという声が多かった

 建設から管理運営まで住宅系が主、ただし福祉系施設や商業施設も想定される

以下に、各社の回答および回答の考察を示す。

Ａ社：デベロッパー       Ｂ社：総合建設業 

Ｃ社：施設運営管理業 Ｄ社：総合建設業
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設問２－①：事業の内容に興味を持った点について

【各社の回答】

Ａ：回答無し

Ｂ：密集斜面地で、ここまで体系立てて考えているスキームはないので、参考事例になる

と思った。市と民間事業者で土木から建物までＰＰＰで取り組むのか土木と建築が一

緒にできるのは興味を持った。

Ｃ：運営にはお力添えしたいという意志で参加したので、その点は興味がある。

まちづくりの構想図にある官民連携の取組として、観光客の受入れや祭りの継続など、

導入機能の多様化に向けてなにかできないかと考えたため、興味をもってサウンディ

ングに参加した。

観光の拠点をつくるなど、道路を整備した後のにぎわい創出を図るというのは魅力が

あると感じている。

Ｄ：中心市街地の空き家問題など、構造的な欠陥について問題意識をもっていた。これか

らこの地区のために良いものを整備していかないとならないということを考えてい

た。

【課題および総括】

 自社の技術・ノウハウをぜひ活かしたいという思いがあり、興味がある。

 自分のまちの問題として、あるいはまちづくりとしてどうにかできないかという点か

ら興味がある。

 道路の整備に加えて、にぎわい創出を図ることができるという点で魅力がある。

【想定する事業ケース】

【ケース４：宅地の拡大・土地区画整理事業の実施】

設問２－②：事業への参画の可能性

【各社の回答】

Ａ：回答無し

Ｂ：戸建て住宅などもあるので、住宅メーカーと一緒になって取り組んでいくことになる

のかと思った。地権者との調整がどのようになるのかがわかれば、前に進めると考え

ている。

Ｃ：建物の用途にもよると思うが可能である。

Ｄ：回答無し

【課題および総括】

 地権者との調整次第であるが、参画は可能

 運営面で参加するとなると、建物の用途にもよるが参画は可能

【想定する事業ケース】

【ケース２：地権者交渉サポートの充実】
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設問２－③：事業への参画の条件

【各社の回答】

Ａ：土地活用の用途としては、住宅系の土地利用をメインに考えており、所有権を持つほ

うがよいので、買収がよいと考えている。商業系の土地利用であれば借地がよいとは

思う。

事業のスケジュール感について、土地買収等のお金が発生した後は、20年後に売ると
なると事業として成り立たない。資金を支払うまでにとりまとめの期間が５年程度で

あればやむを得ないと思う。

Ｂ：将来まちづくり構想図にもある日和山公園の整備がキーになると考えており、そのよ

うな整備を全く関係なく整備できるのかがわからないので、このＶ字の地区だけで考

えると難しいと思った。

戸建て住宅などもあるので、住宅メーカーと一緒になって取り組んでいくことになる

のかと思った。地権者との調整がどのようになるのかがわかれば、前に進めると考え

ている。（再掲）

Ｃ：弊社は施設運営会社であるが、スキームには表記されていないので、運営会社として

事業者に参画することは想定されていないか。

Ｄ：用地の取得がポイントになる。これらの用地をどれだけ取得できるかによってモチベ

ーションが変わると思う。まとまった面積を確保できないと、エリアの価値は変わら

ないと思う。

土地活用の面において、スーパーであれば、小さくても 1,000坪は必要である。
事業のスケジュール感について、工事を除いて営業の期間であれば２、３年くらいか

と思う。遅くなると、この地区でこのような宅地を買収して事業展開する必要がある

のかといったことになりそうな気がする。

【課題および総括】

 地権者との調整でまとまった土地をいかに確保できるかによって、土地活用の用途も

限定されるとともに、エリアの価値を高めることが難しい。

⇒地権者との交渉サポート内容を具体的かつ明確にする必要がある

 V字の道路周辺地区のみの整備だけで事業を検討することが難しい。
⇒日和山公園の整備など、まちづくり構想図に描かれるインフラ等の具体的な整備計画、

整備スケジュールが必要

 投資を考えると、事前調整の期間は、２，３年から５年程度と考えている。

⇒開発・整備着手までの準備期間は、２～５年程度と短期を見据えた事業スケジュールの

設定が必要
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 スキーム図を見ると、運営会社が参画できるように見えない。

⇒官民連携のスキームに建設から管理運営まで係る事業者が参画できるような要件とする

必要がある

【想定する事業ケース】

【ケース２：地権者交渉サポートの充実】

【ケース３：誘致する建物（用途）の明確化・まちづくりビジョン】

【ケース４：宅地の拡大・土地区画整理事業の実施】

設問２－④：課題に対応した新たな方策への意見

【各社の回答】

Ａ：権利者の調整なども、よりサポート内容を明確にしてもらえればと思った。

区画整理で組合を設立して保留地をつくっていくのはいいと思う。

住宅市街地総合整備事業も現在、住んでいる人のための事業で、高齢者はできるだけ

元々の地域の近くに住みたいと思うので良いと思う。

方策１はありがたい補助であると思う。

土地鑑定評価において、土地の価格はいくらで買収するか、公募の段階で審査される

ようにしてはどうか。

方策２はぜひお願いしたい。また、方策１も良いと思う。

方策１を講じるにあたり、事業計画策定の上で、道路の区域外に向けて開発エリアを

拡大することは考えられる。

Ｂ：方策１、３、４で示された３つの補助は、プロジェクトを推進できるものになると思

った。

Ｃ：回答無し

Ｄ：回答無し

【課題および総括】

 総じて、４つの方策すべて魅力的との声があった。

 特に、方策１の付帯する事業への補助金がありがたいという声が多かった。また、方

策１により少し開発エリアを広げていく可能性も確認できた。

⇒方策１の補助金の要望は高く、具体的な制度設計、要件の設定を検討する必要がある

 方策２の地権者との交渉サポートについても、お願いしたい、よりサポート内容を明

確にしてほしいという声が多かった。

⇒地権者との交渉サポート内容を具体的かつ明確にする必要がある

【想定する事業ケース】

【ケース１：付帯する事業への補助金】

【ケース２：地権者交渉サポートの充実】
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設問２－⑤：興味がありそうだと思われる企業等の紹介

【各社の回答】

Ａ：回答無し

Ｂ：戸建て住宅などもあるので、住宅メーカーと一緒になって取り組んでいくことになる

のかと思った。地権者との調整がどのようになるのかがわかれば、前に進めると考え

ている。（再掲）

Ｃ：別の事業で、ＳＰＣを組んだ業者のつながりはあるので、そのような業者と調整する

ことになると思う。

弊社は施設運営会社であるが、スキームには表記されていないので、運営会社として

事業者に参画することは想定されていないか。（再掲）

Ｄ：管理運営の会社はいらないと考えている。土木の会社とは一緒に参画するかもしれな

い。

カフェを運営している会社や子育て支援施設を運営している会社、企業主導型の保育

所などであればある。

【課題および総括】

 当該事業に力を発揮でき、協業の体制を組める事業者（住宅メーカー、建設会社、各

種施設運営会社等）がいる

⇒官民連携のスキームに建設から管理運営まで係る事業者が参画できるよう要件とする必

要がある

設問２－⑥：その他参画しやすい方策等について

【各社の回答】

Ａ：回答無し

Ｂ：回答無し

Ｃ：導入機能の多様化を図るにあたって、まちづくりの中のコミュニティや新しい住民を

呼ぶとなると、公園等は一緒に整備してもらわないといけないという要件にしてもい

いと思う。

Ｄ：回答無し

【課題および総括】

 新たな住民を呼び込み、コミュニティを形成するためには、公園等の整備を要件にし

てもよいのではないか。

⇒まちづくりの全体像・市としてのビジョンを描き、その上で、整備に必要な事項を整理

することが必要

【想定する事業ケース】

【ケース３：誘致する建物（用途）の明確化・まちづくりビジョン】
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4－3 検討結果・結論
4－3－1 本件調査の結果得られた示唆
本業務に関して想定した官民連携のスキームについては、新たな制度体系の構築や地権

者等との継続的対話による条件整理等が必要となるものの、民間事業者へのサウンディン

グ調査による参画意向や、法制度等との整合性等の観点から実現可能性があることが示唆

された。

また、本業務に関して想定した官民連携のスキームの導入による定量的・定性的な評価

を行い、事業費を 9.9％削減することができるとともに、事業繁忙期や事業コストを平準
化させることで、複数の個別発注手続に要する時間と人手を削減できるなどのメリットが

あるなど、総合的に優位性があることを明らかにした。

4－3－2 調査結果及び示唆に基づく結論
本業務は、密集市街地の道路設計・施工を一括発注方式により拡幅整備するとともに、

民間事業者が同時期に沿道宅地の開発と民間施設等の誘致について、一体的にスピード感

をもって進めるための事業の可能性を検討したものである。

その中で宅地の整備に係る公共施設（道路、公園等）の補助金交付（ケース１）や沿道

宅地の地権者との調整（ケース２）などを位置づけることで、本事業の実効性を高めるた

めの支援策を想定し、検討を行った。

民間事業者の意向等の確認の結果、宅地開発等に係る整備条件等について自由度の高い

条件を示したことから、事業への一定の参画意向を確認できたことで、3-2-3 に示す対象
地区の整備コンセプトは変えずに事業実施することが可能であることが確認できた。

また、沿道宅地に係る整備では、民民間の交渉を市がサポートするとともに、宅地内に

道路・公園等を整備する場合には、その整備に係る費用を市が一部負担することにより、

民間事業者側の負担が軽減され、民間事業者の参入を得やすくなることで、事業参画の可

能性が高まるものとなった。

さらに、対象地区で面的整備（ケース３及びケース４）を実施した場合、計画策定や権

利者調整に多大な時間を要し、短期間での整備が難しいことから、当初の整備コンセプト

の通り、下関市が整備の基盤となる道路を整備し、沿道宅地の活用を考慮した土地利用展

開を図ることとした。その際、道路整備では、設計・施工一括発注（ＤＢ方式）方式を導

入することで、発注時の経費削減や短期施工とするなどの事業効果を期待できるものとな

ったことから、「ＤＢ方式を導入した道路整備 + 沿道宅地整備事業」を推進する。
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表 事業ケースの比較・選定(再掲) 

事業の 
担保性 

民間事業
者等への
負担 

誘導用途
の多様性 

土地利用
方針の明
確性 

事業 

スピード
総合評価

ケース１：付
帯する事業へ
の補助金 － 

◎ 

(事業者要

望が高か
った) 

△ 

(補助があ

ることで

間接的に

効果あり)

× ○ ○ 

ケース２：地
権者交渉サポ
ートの充実 

－ 

◎ 

(事業者要

望が高か
った) 

○

(交渉支援

があるこ

とで間接

的に効果

あり)

× ○ ○ 

ケース３：誘
致する建物
（用途）の明
確化・まちづ
くりビジョン

△ ○ ○ ○ × △ 

ケース４：宅
地の拡大・土
地区画整理事
業の実施 

× 
△ 

(組合事業)
○ ○ × △ 
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4－4 リスク分担の検討
4－4－1 リスク分担の考え方
６ｍ道路（公共事業）と、民―民事業で実施する沿道宅地の整備について、官民それぞ

れのリスク（役割）分担の考え方を下表の通り、整理した。

調査設計 用地・補償等 道路整備

下関市
委託・成果

受取

用地

買取・支払

委託・成果

受取

事業者
受託・成果

引渡
－

受託・成果

引渡

権利者 －
用地等

売却・受取
－

調査設計 用地・補償等 道路整備

下関市
委託・成果

受取

用地

買取・支払

委託・成果

受取

事業者
受託・成果

引渡
－

受託・成果

引渡

権利者 －
用地等

売却・受取
－

表 ６ｍ道路（公共事業）整備時の役割 

表 沿道宅地（民民事業）整備時の役割
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4－4－2 リスク分担表（案）の整理
一般的な事業に係るリスク分担表は、下記に示すとおりである。

市と民間事業者のリスク分担は、原則として事業全般、計画期間、建設期間及び運営期

間に区切られリスク分担表として整理される。特に重要なものについては契約条件等に規

定する。

表 一般的な事業に係るリスク分担表 

期 間 リスク項目 内  容 
分担 

市 民間事業者

全期間

制度・法令変更 

本事業に係る関係法令・許認可の変更等に係るリスク ○  

本事業のみならず広く一般に適用される関係法令・許認

可の変更等に係るリスク 
 ○ 

税制変更 

民間事業者の利益に課せられる税制度の変更(例：法人

税率等の変更)、新税の設立に伴うリスク 
 ○ 

上記以外の税制度の変更、新税の設立に伴うリスク ○  

政策 
政策方針の変更、管理者の交代、議会未決・未承認など

による操業中止、コスト増大リスク 
○  

許認可取得 
民間事業者が取得すべき許認可の遅延リスク  ○ 

市の取得すべき許認可の遅延リスク ○  

交付金等 

民間事業者の事由により予定していた交付金額が交付

されないリスク又は民間事業者の事由により交付金の

交付が遅延し、事業開始が遅延するリスク 

 ○ 

その他の事由により予定していた交付金額が交付され

ないリスク又はその他の事由により交付金の交付が遅

延し、事業開始が遅延するリスク 

○  

物価変動 

インフレ／デフレ（物価変動）に係る費用増大リスク 

（一定の範囲内） 
 ○ 

インフレ／デフレ（物価変動）に係る費用増大リスク 

（一定の範囲を超えた部分） 
○  

① 分担欄 ○：主たるリスク （○）：従たるリスク
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4－5 法令等の整理
4－5－1 制約となる法令等の解釈
本事業を進めるにあたり制約となる法令等は、以下の通りである。

【民事不介入の原則】

 拡幅整備する道路沿道宅地の開発にあたっては、民事不介入の原則により、行政が民地

の土地売買または賃貸借等の民事に介入することはできない。

 そのため、民間事業者・地権者・行政といった立場の異なる３者によって連携方法や役

割分担等を検討した上で土地の売買または賃貸借等に係る契約を締結し、事業を進めるも

のとする。

4－5－2 利用できる補助金、行政からの支援または規制緩和等
本事業に関する市の公共施設の整備に係る補助金の要綱（案）の概要を以下に示す。

また、その他国による補助金の詳細は、資料編に添付する。

【（仮称）下関市宅地整備に伴う公共施設整備事業補助金交付要綱（案）】

●趣旨 

 本要綱は、密集市街地の改善を図るため、住宅市街地総合整備事業制度要綱の定

義で規定する事業に対する民間事業者等への補助金の交付するためのものである。 

●補助対象要件 

 ・日和山公園周辺地区まちづくり基本構想(概要)及びまちづくり構想図等の市が策
定する計画・方針と整合していると市長が認めるものであること

 ・住宅市街地総合整備事業制度の重点整備地区の要件に該当する地区であること 

●補助対象経費等 

 ・宅地整備に伴う地区公共施設整備事業の実施に伴って必要となる調査設計計画、

土地整備及び公共施設の整備に要する費用の一部を補助することができる

 ・補助金の額は、補助対象経費の３分の２以内の額

 ・補助対象経費には、他の補助金の交付を受ける場合の当該補助の対象経費を含

まないものとする 

●補助対象地区公共施設等 

宅地整備に伴う地区公共施設整備に関する事業計画の整備地区内に整備される地

区公共施設等のうち、道路、公園、緑地、広場、その他の公共の用に供する市に帰

属する施設で、主として整備地区内の居住者等の利用に供される施設
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５．今後の進め方                           

5－1 事業化に向けたスケジュール等
5－1－1 事業化に向けた概ねのスケジュール
事業化に向けた今後の概ねのスケジュールは、以下の通りである。

図 事業化に向けたスケジュール 
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5－1－2 事業者特定のプロセスと検討事項
事業者の特定に向けて、令和３年度～令和４年度までのプロセスと検討事項は、以下の

通りである。令和３年度には事業者参画の可能性調査を実施し、契約を締結するための要

件や選定基準、実施方針等を検討する。その後令和４年度には事業者を公募するため、要

求水準書や入札説明書を準備し、事業者の評価・選定、契約締結を行う流れになる。

表 事業者特定のプロセスと検討事項 



62 

5－2 想定される課題等について
本事業は、「ＤＢ方式を導入した道路整備 + 沿道宅地整備事業」として、事業者提案
型による事業展開を実施する予定である。

本事業を進める際には、民間が参入する上で最も留意することとして、「採算性に制約さ

れるという点」であることを踏まえながら事業を組み立てることが必要となってくる。ま

た、下関市が主導しながら、公共事業と民民事業を組み合わせ、まちづくりを進めていく

といった新たなパートナーシップ型事業であるため、事業を円滑に推進するためには、下

関市と民間事業者、地域とが三位一体となった事業展開が望まれる。よって、本事業はで

は「採算性のある事業」と「三位一体となった連携事業」であることを基本に組み立てて

いくことが肝要である。

ここでは、このようなことを踏まえ、今後、事業を推進していくうえで対処すべき課題

について、次の通り整理した。

また、今後、本検討を密集市街地の整備をモデルケースとして、本市にある他地区の密

集市街地の対策にも展開・波及させるための課題とその手法についても整理した。

課題１ 事業者による沿道宅地の整備の担保が希薄

地権者とは、事業に関する覚書等により、事業内容を相互確認するものの、沿道宅地の

整備は、民民事業に委ねることから、道路整備を担う事業者が必ず沿道宅地の整備に関与

するという担保が希薄である。

また、民間事業者側が事業提案内容をどこまで担保できるのか、事業者採択時点で明確

にしておくことも重要であるとともに、沿道宅地整備については、民民事業であり、市が

関与しづらい点も考慮しておく必要がある。

さらには、本事業に参加することとなった民間事業者が、民地である沿道宅地整備を必

ず行えるという確約ができるのかといった懸念もあり、公共事業である６ｍ道路の拡幅整

備にとどまる可能性もある。

このような状況とならないためにも、事業当初から、三社での継続した協議を進め、本

市においても、緩やかに民民事業に関与できる体制を構築しておく必要がある。

課題２ 沿道宅地整備の進捗状況の管理が困難

沿道宅地の整備は、民間事業者に委ねられることから、事業の進捗や整備の確実性につ

いて、市によるモニタリングが困難である。

本事業は、まちづくり推進のため、利便性が向上した沿道宅地を創出する事業でもあり、

そういった土地は、資産価値の向上とともに開発ポテンシャルも高まるものと想像され、

本事業と一体的に整備せずとも宅地等の立地が期待できるが、良好な住環境を創造してい

くためには、計画的な土地利用を展開することが必要である。特に、利用価値が高まれば

地価の高騰なども招きかねず、市場原理からも狭小な宅地を数多く作り出す懸念もある。
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このような状況を作り出さないためにも、市、民間事業者、地域が三位一体となったま

ちづくりを推進する必要があり、そうすることで、市によるモニタリング機能が働くもの

と考える。

課題３ 他エリアとの連携と波及

本事業の展開は、対象地区と同様な地区に有効であると考えられることから、本手法を

他地区に展開し、将来的には連続性のあるまちとすることが望まれる。

ただし、時間的制約や民意の調整状況にもよるが、広い範囲で一体的に整備を実施した

ほうが、統一性、多様性、連続性、利便性等のとれた街並みが整備しやすい。そこで、他

地区への本事業導入を検討する前には、類似する密集市街地のある地区の地域住民（地権

者）の土地利用に関するニーズ等がまとまっているか、まとまっていないかによって、以

下の通り、密集市街地の解消手法を検討することが必要である。

手法１：土地区画整理事業等の面的整備（密集市街地整備）

問題地区の地域住民（地権者）のニーズ等がまとまっている場合、ケース３及びケー

ス４で整理したように、土地区画整理事業や住宅市街地総合整備事業等の面的整備（密

集市街地整備）の導入が考えられ、導入時には、地域と十分調整した後、具体的な整備

手法・内容の検討を行う。なお、本地区の区画整理事業は、組合事業を想定している。

手法２：道路整備と民間活力による良好な居住環境の一体的整備の推進

問題地区の地域住民（地権者）のニーズ等がまとまっておらず、手法１で進めること

地域住民（地権者）の

ニーズ等の調査

手法１：土地区画整理事業等の

面的整備（密集市街地整備）

手法２：道路整備と民間活力による

良好な居住環境の一体的整備の推進

土地利用に関するニーズ等

がまとまっている

図 他地区への連携方法検討イメージ 

土地利用に関するニーズ等

がまとまっていない
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が困難な場合は、本事業のような「ＤＢ方式を導入した道路整備 + 沿道宅地整備事業」
の展開を検討する。なお、公共用地の事業方式については、ＰＰＰ/ＰＦＩ事業の導入も
検討することが考えられる。
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６．資料編                               

 日和山公園周辺地区まちづくりに関するアンケート調査票・結果概要(2019.5実施) 

１．調査方法 

  平成３０年度に実施したワークショップの結果報告と併せ、ワークショップ時に抽出

された意見に対するアンケート調査を行った。

  アンケート票配布・回収にあたっては、地元自治会長へ各自治会ごとに配布、一定期

間を空けた後に回収を依頼した。（１世帯１部）

２．調査対象 

  町丁名：丸山町一、二、三、四、五丁目

  自治会名：丸山６町、七町、１１町、四町、五町、八町、９町自治会

３．調査期間 

  令和元年４月２４日から５月２４日

４．回収率 

  ・配布数 ７２６部

  ・回収数 ３８４部

  ・回収率 ５２.９％

自治会ごとの回収率

自治会名 ６町 七町 １１町 四町 五町 八町 ９町 自治会不明

配布数 ５３ １７０ １１０ １５０ ３８ １１５ ９０ －

回収数 ２ ６２ ７９ １０３ ３６ ４５ ３３ ２４

回収率 ３.８％ ３６.５％ ７１.８％ ６８.７％ ９４.７％ ３９.１％ ３６.７％ －

５．今後について 

  今回集計したデータをもとに地区住民説明用の報告書を作成し、７月に行う地元説明

会において、アンケート調査結果を報告する。
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【設問１】お住まいの地区の魅力及び課題についてお伺いします。

①お住まいの地区の魅力は何ですか？（いくつでも）

  １．中心市街地へ歩いて行ける        （２５５人）（２４.２％）

  ２．公園が身近にある            （１４８人）（１４.０％）

  ３．通勤や買い物に便利           （１５２人）（１４.４％）

  ４．閑静な住宅街              （１９４人）（１８.４％）

  ５．景色がよい               （１４０人）（１３.３％）

  ６．由緒あるまちである            （６１人） （５.８％）

  ７．地区住民のつながりが良好         （７９人） （７.５％）

  ８．その他                   （８人） （０.８％）

  ９．無回答                  （１７人） （１.６％）

「中心市街地へ歩いて行ける」「閑静な住宅街」「通勤や買い物に便利」を魅力と感じ

ている割合が高く、車を利用しなくても生活利便性が高い地区であると言える。

その他意見には、「災害が少ない」「バス停に近い」「病院に近い」「空気が良い」など

の意見があった。

②お住まいの地区の課題は何ですか？（いくつでも）

  １．少子高齢化が進んでいる         （３１５人）（２５.０％）

  ２．スーパーなどの生活利便施設が少ない   （１６６人）（１３.２％）

  ３．道がせまい               （２３２人）（１８.４％）

  ４．公園が利用しづらい            （６９人） （５.５％）

  ５．空き家や空き地が多い          （２６４人）（２１.０％）

  ６．観光客が少ない（新たな魅力の創出）    （７３人） （５.８％）

  ７．避難場所が遠い              （９７人） （７.７％）

  ８．その他                  （３８人） （３.０％）

  ９．無回答                   （６人） （０.４％）

  「少子高齢化が進んでいる」「空き家や空き地が多い」「道がせまい」を課題と感じて

いる割合が高く、家の建替えを促し、若い世代に移り住んでもらう策を講ずる必要が

あると言える。

  その他意見には、「野良猫・カラスが多い」「坂道・階段が多い」「暗い印象である」「駐

車場がない」「地区住民の集う場所がない」「建物が密集している」「移住者とのつなが

りが良くない」などの意見があった。
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【設問２】お住まいの建物についてお伺いします。

①建物について、災害等に対する不安はありますか？（いくつでも）

１．地震による建物の倒壊や損傷       （２４１人）（２９.０％）

  ２．火災による延焼             （１７９人）（２１.６％）

  ３．建物及び設備の老朽化          （２１２人）（２５.５％）

  ４．周りの建物からの被害（空家・空地含む） （１２７人）（１５.３％）

  ５．その他                  （１７人） （２.０％）

  ６．不安はない                （３５人） （４.２％）

  ７．無回答                  （１９人） （２.４％）

  「地震による建物の倒壊や損傷」「建物及び設備の老朽化」「火災による延焼」に対し

て不安を感じている割合が高い。

  その他意見には、「土砂・崖崩れ」「煤煙被害」「強・台風」などの意見があった。

②建替え、改修したいと思いますか？

１．建替えしたい               （１４人） （３.６％）

  ２．改修したい                （５９人）（１５.４％）

  ３．できない                （１０８人）（２８.１％）

  ４．このままでよい、したくない       （１６５人）（４３.０％）

  ５．無回答                  （３８人） （９.９％）

建物に対する不安はあるが、「できない」「このままでよい、したくない」と感じてい

る割合が高い。

③【②で「１．建替えしたい」を選んだ方】

  建物の検討状況・内容・理由を教えてください。

■検討状況について

  １．予定がある（検討中も含む）         （４人）（２８.６％）

  ２．将来的な希望（まだ検討していない）     （９人）（６４.３％）

  ３．無回答                   （1人） （７.１％）

  ■理由について

  １．建物が古いから              （１１人）（６４.７％）

  ２．地震や火災が心配だから           （１人） （５.９％）

  ３．建物の使い方や規模を変更したいから     （３人）（１７.６％）

  ４．その他                   （１人） （５.９％）

  ５．無回答                   （１人） （５.９％）
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④【②で「２．改修したい」を選んだ方】

  建物の検討状況・内容・理由を教えてください。

■検討状況について

  １．予定がある（検討中も含む）         （２人） （３.４％）

  ２．将来的な希望（まだ検討していない）    （４６人）（７９.３％）

  ３．無回答                  （１０人）（１７.３％）

  ■理由について

  １．建物が古いから              （３７人）（４８.１％）

  ２．地震や火災が心配だから          （１７人）（２２.１％）

  ３．建物の使い方や規模を変更したいから    （１４人）（１８.２％）

  ４．その他                   （５人） （６.５％）

  ５．無回答                   （４人） （５.１％）

⑤【②で「３．できない」を選んだ方】

  どのような理由からですか？（いくつでも）

１．資金が準備できないから          （６５人）（４８.９％）

  ２．相続問題、権利上の事情          （１５人）（１１.３％）

  ３．建築基準法上の問題（接道条件など）    （１６人）（１２.０％）

  ４．その他                  （３４人）（２５.６％）

  ５．無回答                   （３人） （２.２％）

⑥【②で「４．このままでよい、したくない」を選んだ方】

  どのような理由からですか？（いくつでも）

１．建物が新しい、改修済みだから       （３１人）（１４.１％）

  ２．今のままで十分だから          （１１２人）（５０.９％）

  ３．この町に住み続けたいから         （３９人）（１７.７％）

  ４．不動産屋に土地・建物を売却したいから    （９人） （４.１％）

  ５．市に寄付したいから            （１０人） （４.５％）

  ６．その他                  （１２人） （５.５％）

  ７．無回答                   （７人） （３.２％）

【設問２】に対する回答に関しては、建物への不安を感じている割合が多い反面、「資金

が準備できないから」「今のままで十分だから」などの理由から、

「できない」「このままでよい、したくない」と回答した割合が高かった。

「できない」と回答した人の中には、「建築基準法上の問題（接道条件など）」が理由とし

た人もおり、接道等の条件が解決すれば、建替え、改修に対する意識が向上する可能性も
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あると言える。

【設問３】お住まいの土地等についてお伺いします。

①買い物や通院など、普段、お住まいの場所からどのように目的地へ移動されますか？

１．自家用車                （１９９人）（３１.３％）

  ２．タクシー                （１００人）（１５.７％）

  ３．徒歩                  （１６３人）（２５.６％）

  ４．バスなどの公共交通           （１４６人）（２３.０％）

  ５．自転車                  （１４人） （２.２％）

  ６．その他                   （７人） （１.１％）

  ６．無回答                   （７人） （１.１％）

  「自家用車」「バスなどの公共交通」「徒歩」で移動する割合が高く、車を利用しなく

ても生活利便性の高い地区であるが、買い物などの帰宅の際に荷物が増える場合にあっ

ては、車やタクシーを利用していると想定される。

②【①で「１．自家用車」「２．タクシー」を選んだ方】

  ご自宅の敷地まで車が入りますか？

１．入る                  （１０９人）（３８.５％）

  ２．入らない                （１７１人）（６０.４％）

  ３．無回答                   （３人） （１.１％）

③【①で「３．徒歩」「４．バスなどの公共交通」「５．自転車」を選んだ方】

  目的地（公共交通を利用する場合は停留所や駅）へ向かうまでの移動で、困ることは

何ですか？（いくつでも）

１．距離が遠い                （３８人） （８.８％）

  ２．坂道が多い               （１４６人）（３３.６％）

  ３．階段や段差が多い             （９６人）（２２.１％）

  ４．荷物の量が限られる            （９７人）（２２.４％）

  ５．困ることはない              （３４人） （７.８％）

  ６．その他                  （１４人） （３.２％）

  ７．無回答                   （９人） （２.１％）

 「自家用車」「タクシー」利用者の６割が敷地まで車が「入らない」と回答しており、「徒

歩」「バスなどの公共交通」「自転車」と回答したに人については、「坂道が多い」「荷物

の量が限られる」「階段や段差が多い」と感じている割合が高かった。どちらも斜面地住

宅地の課題であると言える。
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【設問４】今後のまちづくりに対する意向についてお伺いします。

①今後、下関市が開催する地元説明会およびワークショップに参加される意向はありま

すか？

１．参加する                 （２０人） （５.２％）
  ２．日程が合えば参加する          （１７０人）（４４.３％）
  ３．参加しない               （１８０人）（４６.９％）
  ４．無回答                  （１４人） （３.６％）

【設問５】最後に、こちらもご回答ください。

①あなたの年齢は？

１．１０～２０歳代               （１人） （０.３％）
  ２．３０～５０歳代              （７９人）（２０.６％）
  ３．６０～７０歳代             （１８４人）（４７.９％）
  ４．８０歳代以上               （９９人）（２５.８％）
  ５．無回答                  （２１人） （５.４％）

②世帯人数を教えてください。

１．単身世帯                （１２０人）（３１.３％）
  ２．２人世帯                （１５３人）（３９.８％）
    ３人世帯                 （５０人）（１３.０％）
    ４人世帯                 （２５人） （６.５％）
    ５人世帯                  （７人） （１.８％）
  ３．無回答                  （２９人） （７.６％）

③【６０歳代以上の方へ】

  ご所有の土地・建物を承継（相続など）される方はいらっしゃいますか。

１．市内に在住の承継者の目処がある      （９６人）（３３.９％）
  ２．市外に在住している承継者の目処がある   （７７人）（２７.２％）
  ３．承継者がいない              （６３人）（２２.３％）
  ４．無回答                  （４７人）（１６.６％）

 今回アンケートに回答した人においては、６０歳代以上の割合が７３．７％で

あり、高齢化の進んでいる地区であると言える。また、単身世帯および２人世

帯の割合も高く、今後も単身世帯が増えていくと想定される。さらに、土地・

建物の「承継者がいない」と回答した人もおり、今後、空き地や空き家の増加

も想定される。
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 日和山公園周辺地区まちづくりに関するアンケート調査票・結果概要(2020.4実施) 

１．調査方法

  令和元年度に実施したワークショップの結果報告と併せ、ワークショップ時に抽出さ

れた意見を元に作成した「まちづくり構想」及び「まちづくり構想図」に対するアンケ

ート調査を行った。

  アンケート調査票配布・回収にあたっては、地元自治会長へ自治会ごとに配布、一定

期間を空けた後に回収を依頼した。（１世帯１部）

２．調査対象

  町 丁 名：丸山町一、二、三、四、五丁目、西入江町、入江町、細江町一丁目、豊前

田町一丁目、長崎中央町、笹山町

  自治会名：丸山６町、七町、１１町、四町、五町、八町、９町、入江町、細江町一丁

目、豊前田町一丁目、長崎中央町自治会

３．調査期間

  令和元年４月２４日から５月２９日

４．回収率

  ・配布数 １０２６部

  ・回収数 ４８０部

  ・回収率 ４６.８％
自治会ごとの回収率

自治会名 丸山６町 丸山七町 丸山１１町 丸山四町 丸山五町 丸山八町

配布数 ４１ １６４ １０５ １４１ ３５ １００

回収数 １２ ７４ ６４ ７８ ２９ ４０

回収率 ２９.３％ ４５.１％ ６１.０％ ５５.３％ ８２.９％ ４０.０％

自治会名 丸山９町 入江町 細江町一丁目 豊前田町一丁目 長崎中央町

配布数 ８７ １７０ ７０ ２０ ９３

回収数 ６４ ５１ １３ ３ ５２

回収率 ７３.６％ ３０.０％ １８.６％ １５.０％ ５５.９％



72 

５．今後について

  今回集計したデータをもとに地区住民説明用の報告書を作成し、今後行う予定である

地元説明会において、アンケート調査結果を報告する。
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【設問１】「まちづくり基本構想（案）」及び「まちづくり構想図（案）」ついてお伺いしま

す。

＜全般＞

①まちづくり基本構想等の必要性についての意見を教えてください。

  １．地区の将来に必要な構想等である     （１５９人）（３３.１％）
  ２．構想等の必要性は感じる         （１９４人）（４０.４％）
  ３．構想等の必要性をあまり感じない      （３４人） （７.０％）
  ４．必要ない構想等である            （９人） （１.８％）
  ５．わからない                （５２人）（１０.８％）
  ６．その他                   （６人） （１.２％）
  ７．無回答                  （２６人） （５.７％）

「地区の将来に必要な構想等である」「構想等の必要は感じる」と回答した割合が７３．

５％であり、地区住民にとって必要なまちづくり構想等であると言える。

【設問２】お住まいの地区の今後の将来像についてお伺いします。

＜まちづくり基本構想（案）について＞

①【安全安心で快適に過ごせるまちをつくる】ために、お住まいの地区に必要と感じる

ものは何ですか？（いくつでも）

  １．地区内外のアクセス性を向上させる道路の整備

                        （１１０人） （７.０％）
  ２．緊急車両が通行できる道路の整備     （２３４人）（１４.９％）
  ３．安全・快適な歩行空間の整備       （１６２人）（１０.３％）
  ４．歩行者が休憩できる施設の整備      （１１７人） （７.４％）
  ５．ガードレール等の安全施設の整備      （７０人） （４.４％）
  ６．狭い道路でも通行可能な移動手段の検討  （１４３人） （９.１％）
  ７．空き家の解消              （２６１人）（１６.６％）
  ８．若者達が住み替えや移住しやすい環境形成 （１４７人） （９.３％）
  ９．自然災害への対策            （１４４人） （９.１％）
  １０．スーパーマーケット等の生活利便施設の誘致

                        （１３９人） （８.８％）
  １１．その他                 （１９人） （１.２％）
  １２．無回答                 （２０人） （１.９％）
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「空き家の解消」「緊急車両が通行できる道路の整備」「安全・快適な歩行空間の整備」

が安全安心で快適に過ごせるまちをつくるために地区に必要であると感じている割合

が高い。

空き家の解体や利活用を推進することで地区の防災性向上を図ること、狭あい道路の

改善を行うことで、緊急車両の通行や歩行者の安全を確保する必要があると言える。

  その他意見には、「野良猫対策」「交通ルールの徹底」などの意見があった。

②【健康で笑顔あふれるまちをつくる】ために、お住まいに地区に必要と感じるものは

何ですか？（いくつでも）

１．日和山公園の再整備           （２０６人）（３２.４％）
  ２．遊歩道や展望台等の整備による景観スポットの形成

（１６４人）（２５.８％）
  ３．地区住民等の活動の強化による地区内の美化とにぎわいの創出

（１３０人）（２０.４％）
  ４．その他                  （３８人） （５.９％）
  ５．無回答                  （９７人）（１５.５％）

  「日和山公園の再整備」「遊歩道や展望台等の整備による景観スポットの形成」が健康

で笑顔あふれるまちをつくるために地区に必要であると感じている割合が高い。

  日和山公園周辺を活用した地区住民や観光客の憩いの場づくりが必要であると言える。

  その他意見には、「交流の場の整備」「防犯対策」「全世代が活用できる公園」「駐車場

の確保」などの意見があった。

③【歴史文化が受け継がれるにぎわいのあるまちをつくる】ために、お住まいの地区に

必要と感じるものは何ですか？（いくつでも）

１．歴史を生かした案内サインや駐車場、遊歩道等の整備

（３０６人）（４７.７％）
  ２．おしゃれな飲食店等の誘致        （１０９人）（１７.０％）
  ３．お祭りやイベントの継続・発展      （１３４人）（２０.９％）
  ４．その他                  （１９人） （２.９％）
  ５．無回答                  （７３人）（１１.５％）

「歴史を生かした案内サインや駐車場、遊歩道等の整備」「お祭りやイベントの継続・

発展」が歴史文化が受け継がれるにぎわいのあるまちをつくるために地区に必要であ

ると感じている割合が高い。

  中でも、日和山公園を観光資源として活用すべきだと考えている割合が高く、そのた
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めには駐車場が必要不可欠であるとの意見が多かった。

  その他意見には、「イベント時のボランティアガイドの活用」「地区内の縦横を走る路

地を残す」「空き家のリノベーションによる飲食店の展開」「公園内の石碑の修繕」な

どの意見があった。

＜まちづくり構想図（案）について＞

①地区内外を繋ぐ道路の必要性等についてお伺いします。

  構想図を見て、地区に必要だと感じる道路等の番号を順番に書いていただくか、また

はその他の意見をお書きください。

１．必要だと感じる道路の順番を回答     （２２８人）（４７.５％）
  ２．その他の意見を回答            （２６人） （５.４％）
  ３．無回答                 （２２６人）（４７.１％）

  道路等の必要性については、回答のあった優先順位に応じて１～５点の配点（１位：

５点、２位：４点、３位：３点、４位：２点、５位：１点）を行った。

路線番号 ① ② ③ ④ ⑤

点数 ７７７ ６３７ ６６４ ６４０ ４４５

  必要だと感じる道路の順番を回答した方の割合は４７.５％であったが、一方で、無回
答の割合も４７.１％であり、回答者へ設問の意図が伝わりづらかったことが原因であ
ると考えられる。

  しかしながら、必要だと感じる道路の順番を回答した方の中で上位を占めた路線の中

では、①～④の路線について必要性を感じていることが分かる。

  今後は、①～③の路線を住環境改善のため、優先的に整備検討を行い、日和山公園の

窓口となる④の路線についても順次整備検討を行う。

  現時点では優先度の低い⑤の路線については、①～④の路線の整備検討後に地区住民

との協議のうえ整備検討を行うべきと考える。

  その他意見には、「今のままで十分である」「細江町から日和山公園へ上がる階段はそ

のまま残してほしい」「拡幅ではなく安全に歩行できる整備で十分である」などの意見

があった。

②日和山公園についてお伺いします。

  今後、公園をどうしていくべきだと考えますか？

１．日和山公園を拡張して再整備を行う     （８５人）（１７.７％）
  ２．今の公園区域で再整備を行う       （２７４人）（５７.０％）
  ３．再整備の必要はない            （４６人） （９.５％）
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  ４．その他                  （１９人） （３.９％）
  ５．無回答                  （５６人）（１１.９％）

「今の公園区域で再整備を行う」と回答した割合が最も高かった。

  一方で、「日和山公園を拡張して再整備を行う」と回答した方も一定数おり、今後、公

園の基本設計を行う中で、公園区域の拡張を含めて地区住民との協議を重ねる必要が

ある。

③お住まいの地区において、公共施設（道路や公園等）の整備はどの程度必要だと感じ

ますか？

１．早期に事業化し、地区に必要な公共施設の整備を行って欲しい

（１３４人）（２７.９％）
  ２．将来的には必要と思うが、今すぐに整備する必要はない

（２２１人）（４６.０％）
  ３．必要と思わない              （２２人） （４.５％）
  ４．その他                   （９人） （１.８％）
  ５．無回答                  （９４人）（１９.８％）

  「将来的には必要と思うが、今すぐに整備する必要はない」と回答した割合が最も高

く、事業化においては、地区住民との密な話し合いが必要となってくる。

  一方で、「早期に事業化し、地区に必要な公共施設の整備を行って欲しい」と回答した

方も一定数おり、早期に事業化を望んでいる地区住民と協力しながらまちづくりを継

続することが必要である。

④【③で「１」を選んだ方】

  公共事業等が事業化され、ご自身の物件が移転対象となった場合、どのようにお考え

ですか。

１．事業に協力し、地区内に移転して住み続けたい

（４５人）（３３.５％）
  ２．事業に協力し、地区外に移転となってもやむを得ないと思う

（５２人）（３８.８％）
  ３．自分が移転対象となった場合は、協力できない

（２２人）（１６.４％）
  ４．その他                  （１０人） （７.４％）
  ５．無回答                   （５人） （３.９％）
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  早期の事業化を望んでいる地区住民においては、自身が移転対象となって       

も事業へ協力すると回答した割合が高かった。

  一方では、「自分が移転対象となった場合には、協力できない」と回答した人もおり、

移転対象となった方においても協力をいただけるまちづくり手法の検討が必要である

と言える。

【設問３】市では、まちづくりを進めていくためには、地区住民等の皆様の協力が必要で

あると考えております。

     今後は、地区住民等の皆様の中から、市との協議・調整等を担っていただく「ま

ちづくりグループ」という組織を結成していただきたいと考えております。

     そこで、「まちづくりグループ」についてもご意見をお伺いします。

①今後、「まちづくりグループ」が結成されることについて、どのようにお考えですか？

１．グループに参加して、市と協働しながら、将来のまちづくりに協力したい

（５３人）（１１.０％）
  ２．グループには参加しないが、将来のまちづくりには協力したい

                        （２５３人）（５２.７％）
  ３．グループへの参加も、市への協力もしない  （１２人） （２.５％）
  ４．わからない                （８３人）（１７.２％）
  ５．無回答                  （７９人）（１６.６％）

  「グループには参加しないが、将来のまちづくりには協力したい」と回答をした方が

半数以上であった。

  また、「グループに参加して、市と協働しながら、将来のまちづくりに協力したい」と

回答した方の割合は１１.０％であることから、今後、まちづくりグループを結成し、
継続的に市と協働してまちづくりを計画することのできる地区であると言える。

【設問４】最後に、こちらもご回答ください。

①あなたの年齢は？

１．１０～２０歳代               （１人） （０.２％）
  ２．３０～５０歳代             （１００人）（２０.８％）
  ３．６０～７０歳代             （２４６人）（５１.２％）
  ４．８０歳代以上              （１０９人）（２２.７％）
  ５．無回答                  （２４人） （５.１％）
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  今回、アンケートに回答いただいた方のうち、６０歳以上の割合は７３.９％であり、
高齢化の進んでいる地区であると言える。

当該地区において、継続してまちづくりを進めていくためには、今後も高齢化が進む

地区であることを念頭に、地区住民へまちづくりへの理解を深めてもらう必要がある

と言える。

②世帯人数を教えてください。

１．単身世帯                （１３７人）（２８.５％）
  ２．２人世帯                （１８７人）（３８.９％）
    ３人世帯                 （６０人）（１２.５％）
    ４人世帯                 （３０人） （６.２％）
    ５人世帯                 （１１人） （２.２％）
    ６人世帯                  （１人） （０.２％）
  ３．無回答                  （５４人）（１１.５％）

以上
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 （住宅市街地総合整備事業制度）

（目的）

この要綱は、既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、美しい市

街地景観の形成、密集市街地の整備改善、街なか居住の推進 、住宅団地の 再生 、地域の

居住機能の再生等を図るため、住宅等の整備、公共施設の整備等を総合的に行う事につい

て、地方公共団体等に対し、国が必要な助成を行う制度を確立し、もって公共の福祉に寄

与することを目的とする。

（整備地区）

整備地区は、次の各号に掲げる要件に該当するものでなければならない。 

一 第４に規定する重点整備地区を一つ以上含む地区にあって、重点整備地区の整備に関

連して、良好な住宅市街地の整備が見込まれる地区であること。 

二 整備地区の面積がおおむね５ヘクタール以上であること。ただし、住宅団地ストック

活用型重点整備地区に係る整備地区を除き、住生活基本法第17条第２項第６号に規定す

る住宅の供給及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域（以下「重点供給地域」という。）

にあってはおおむね２ヘクタール以上であること。 

三 整備地区（大規模な低未利用地など連坦して土地利用転換が見込まれる地区を除く。）

の住宅戸数密度が原則として 30 以上であること。（街なか居住再生型重点整備地区及び

住宅団地ストック活用型重点整備地区に係る整備地区にあってはこの限りではない。）

（重点整備地区）

一 重点整備地区の面積がおおむね１ヘクタール以上であること。ただし、住宅団地スト

ック活用型重点整備地区を除き、重点供給地域にあってはおおむね0.5ヘクタール以上で

あること。 

二 次に掲げるいずれかの要件に該当すること。 

イ 拠点開発型 

次に掲げる要件に該当すること。 

ａ 次に掲げるいずれかの地域内に存すること。 

① 首都圏整備法（昭和31年法律第83号）第２条第３項に規定する既成市街地、同

条第４項に規定する近郊整備地帯又は同条第５項に規定する都市開発区域 

② 近畿圏整備法（昭和38年法律第129号）第２条第３項に規定する既成都市区域、

同条第４項に規定する近郊整備区域又は同条第５項に規定する都市開発区域 

③ 中部圏開発整備法（昭和41年法律第102号）第２条第３項に規定する都市整備区

域又は同条第４項に規定する都市開発区域 

④ 重点供給地域 

⑤ 地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律（平成

４年法律第76号）第４条第１項の規定により指定された地方拠点都市地域 

⑥ 県庁所在都市又は通勤圏人口25万以上の都市の通勤圏 
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⑦ 市街地総合再生計画の区域 

⑧ 都市再生特別措置法第81条第２項第３号に規定する都市機能誘導区域（以下「都

市機能誘導区域」という。）内であって、鉄道若しくは地下鉄の駅（ピーク時運

行本数（片道）が３本以上）から半径１ｋｍの範囲内又はバス若しくは軌道の停

留所若しくは停車場（ピーク時運行本数（片道）が３本以上）から半径500ｍの範

囲内 

ｂ 重点整備地区内に、おおむね１ヘクタール以上、かつ、重点整備地区の面積のお

おむね20パーセント以上（人口が減少している都心地域、大都市法施行規則第１条

に規定する区域、中心市街地基本計画区域、緊急に改善すべき密集住宅市街地及び

再生を図るべき計画開発住宅市街地にあっては、おおむね0.5ヘクタール以上、かつ、

重点整備地区の面積のおおむね10パーセント以上。（ただし、緊急に改善すべき密

集住宅市街地にあっては、おおむね100戸以上の住宅建設を伴うものに限る。））の

拠点的開発等の実施が見込まれる区域を含むこと。 

ロ 密集住宅市街地整備型 

次に掲げる要件に該当すること。 

ａ 地区内の換算老朽住宅戸数が50戸以上であること。ただし、重点供給地域にあっ

ては25戸以上であること。 

ｂ 原則として、次表の左欄に掲げる地区の住宅戸数密度の区分に応じ、地区内の住

宅の戸数に対する換算老朽住宅戸数の割合が同表の右欄に掲げる割合以上であるこ

と。

地区の住宅戸数密度
地区内の住宅戸数に対する

換算老朽住宅戸数の割合

30戸/ha以上40戸/ha未満 ７割

40戸/ha以上50戸/ha未満 ６割

50戸/ha以上60戸/ha未満 ５割

60戸/ha以上70戸/ha未満 ４割

70戸/ha以上 ３割

ハ 街なか居住再生型 

次に掲げる要件に該当すること。 

ａ 中心市街地に存すること。 

ｂ 重点整備地区内において、おおむね50戸以上かつ１ヘクタールあたりおおむね10

戸以上の住宅整備が見込まれること。 

ｃ 重点整備地区の面積がおおむね30ヘクタール以下であること。 

ニ 住宅団地ストック活用型 
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次に掲げる要件に該当すること。 

ａ 入居開始から概ね30年以上を経過した住宅団地が所在していること。 

ｂ 高齢者人口の割合が全国平均以上かつ当該重点整備地区の所在する市区町村の平

均と比較して著しく高いこと。 

ｃ 住宅戸数が100戸以上であること。 

ｄ 重点整備地区面積に占める道路、公園、緑地又は広場の面積の割合が概ね15％以

上あること。 

ｅ 都市再生特別措置法（平成 14年法律第 22 号）第 81 条第 1項に規定する立地適正

化計画が策定されている場合は、全域が同条第 2項第 3号に規定する都市機能誘導

区域又は同項第 2号に規定する居住誘導区域内であること。立地適正化計画が策定

されていない場合は、地方公共団体が策定する総合計画、まち・ひと・しごと創生

法（平成 26 年法律第 136 号）第９条に規定する都道府県まち・ひと・しごと創生総

合戦略、同法第 10条に規定する市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略、住生活基

本法（平成 18年法律第 61 号）第 17 条に規定する都道府県計画若しくは都市計画法

第６条の２に規定する都市計画区域の整備、開発及び保全の方針等の法令に基づく

計画又は特定の住宅団地の再生計画において位置付けられていること。

※住宅市街地総合整備事業制度要綱（国土交通省 最終改正 平成 30 年 3 月 30 日）

における「第１ 目的」「第３ 整備地区」「第４ 重点整備地区」より抜粋

 （都市再生推進事業制度）

（目的）

この要綱は、わが国の都市の構造と環境を経済社会の変化に対応し、豊かな都市生活や

経済活動を実現できるものへと再構築するため、国が地方公共団体等に対し必要な助成を

行う制度を確立し、健全で活力ある市街地の整備を通じて都市の再生を図り、もって公共

の福祉に寄与することを目的とする。

（対象地区）

１ 都市再生事業計画案作成事業は、次の要件のいずれかに該当する地区において行うも

のとする。  

一 第６条第１項第二号イに掲げる事業に係る都市再生事業計画案作成事業について

は、次のいずれかの要件に該当する地区において行う。  

イ 直前の国勢調査の結果に基づく人口集中地区に係る区域に存し、かつ、次のいず

れかの計画、構想若しくは方針に定められ、又は定められることが確実な区域に存

する都市基盤の整備水準が低い地区。 

（１） 都市計画法第６条の２に規定する整備、開発及び保全の方針又は同法第１

８条の２第１項に規定する基本方針 

（２） 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第十号に規定する地
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域防災計画（以下「地域防災計画」という。） 

（３） 地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律（平

成４年法律第７６号）第６条第１項に規定する基本計画 

（４） 都市再生特別措置法第４６条第１項に規定する都市再生整備計画又は立地

適正化計画 

ロ 次の要件に該当する地区 

（１） 直前の国勢調査の結果に基づく人口集中地区内（都市機能誘導区域内にあ

っては、施行後直近の国勢調査の結果に基づく人口集中地区に含まれると見

込まれる区域を含む。）に存し、かつ、イの(1)から（4）までのいずれかの

計画、構想若しくは方針に定められ、又は定められることが確実な区域に存

する都市基盤整備水準が低い地区であること。 

（２） 震災時に延焼又は建物倒壊による危険性が高い木造住宅等が密集している

市街地に存する次の要件のいずれかに該当する地区 

① 密集法第３条第１項第一号に規定する防災再開発促進地区（以下「防災

再開発促進地区」という。）に定められ、又は定められることが確実な区

域に存すること。 

② 地域防災計画に定められ、又は定められることが確実な区域に存し、か

つ、次の区域内のいずれかに存すること。 

(ⅰ) 三大都市圏の既成市街地等 

(ⅱ) 大規模地震発生の可能性の高い地域 

(ⅲ) 指定都市 

(ⅳ) 県庁所在地 

ハ ロ（１）の要件に該当し、かつ、次の要件のいずれかに該当する地区（（１）か

ら（４）までのいずれかの要件に該当することが確実な地区を含む。） 

（１） 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第３項の規定に基

づき定められた都市再生緊急整備地域に係る地区であること。 

（２） 都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第２条の３第１項第二号又は第

２項により「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模

の地区」として定められた地区であること。 

（３） 都市鉄道等利便増進法（平成１７年法律第４１号）第１２条第１１項に規

定する同意を受けた交通結節機能高度化構想において定められている同条第

２項第二号の区域に係る地区であること。 

（４） 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律

第９１号）第２５条第１項に規定する基本構想において定められた同条第２

項第二号の区域に係る地区であること。 

ニ ロ（１）の要件に該当し、かつ、地域における歴史的風致の維持及び向上に関す
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る法律（平成２０年法律第４０号）第５条第８項の規定により認定を受けた、又は

受けることが確実な歴史的風致維持向上計画に基づき土地区画整理事業を施行しよ

うとする地区 

ホ ロ（１）の要件に該当し、かつ、立地適正化計画で定められた都市機能誘導区域

の区域内において土地区画整理事業を施行しようとする地区（立地適正化計画に定

められ、又は定められることが確実な地区に限る。） 

二 第６条第１項第二号ロに掲げる事業に係る都市再生事業計画案作成事業について

は、次のいずれかの要件に該当する地区において行う。 

イ 次の要件に該当する地区 

（１） 直前の国勢調査の結果に基づく人口集中地区内（都市機能誘導区域内にあっ

ては、施行後直近の国勢調査の結果に基づく人口集中地区に含まれると見込ま

れる区域を含む。）に存し、かつ、前項第１号イの(1)から(4)までのいずれか

の計画、構想又は方針に定められ、又は定められることが確実な区域に存する

地区（ただし、都市機能増進施設又は国際競争力強化施設を整備することが定

められ、又は定めることが確実な地区に限る。） 

（２） 鉄道・地下鉄駅（ピーク時運行本数（片道）が３本以上）から半径１km の範

囲内又はバス・軌道の停留所・停車場（ピーク時運行本数（片道）が３本以上）

から 500m の範囲内にあること 

（３） 地方公共団体により大街区化による土地の有効高度利用事業に係る方針が定

められること 

ロ イの要件に適合し、かつ、第１号ハに掲げる(1)から(4)までのいずれかの要件に

該当する地区（該当することが確実な地区を含む。） 

ハ イの要件に適合し、かつ、立地適正化計画で定められた都市機能誘導区域の区域

内において土地区画整理事業を施行しようとする地区区（立地適正化計画に定めら

れ、又は定められることが確実な地区に限る。） 

三 第６条第１項第二号ハに掲げる事業に係る都市再生事業計画案作成事業について

は、直前の国勢調査の結果に基づく人口集中地区内（施行後直近の国勢調査の結果に

基づく人口集中地区に含まれると見込まれる区域を含む。）に存し、かつ、立地適正

化計画（低未利用土地利用等指針等の低未利用地の活用に関する方針が記載されてい

るものに限る。）で定められた都市機能誘導区域の区域内において土地区画整理事業

を施行しようとする地区（立地適正化計画に定められ、又は定められることが確実な

地区に限る。）において行う。 

四 第６条第１項第三号に掲げる事業に係る都市再生事業計画案作成事業については、

被災地の面積が概ね２０ヘクタール以上で被災戸数が概ね１，０００戸以上の災害に

係る市街地のうち、被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第１４号）第５条第１

項に規定する被災市街地復興推進地域（以下「推進地域」という。）に定められ、又
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は定められることが確実な区域に存する地区において行うものとする。 

２ 都市再生土地区画整理事業のうち第６条第１項第二号イに掲げる事業は、次の要件に

該当する地区において行うものとする。 

一 公共用地率が１５％未満であること。ただし、公共用地率の算定にあたっては次の

とおりとする。 

イ 幹線道路等を除く。 

ロ 次号ハに規定する拠点的市街地形成重点地区において、公益施設の整備が図られ

る場合にあっては、狭隘道路等を除く。ただし、狭隘道路等の道路幅員について、

住宅地にあっては４ｍ未満、商業地又は工業地にあっては６ｍ未満とする。 

二 次の要件（前項第一号イに規定する計画、構想又は方針において定められた場合に 

限る。）のいずれかに該当する地区であること。 

イ 前項第一号イの要件を満たす地区 

ロ 前項第一号ロの要件を満たし、かつ、次の要件に該当する地区（防災再開発促進

地区又は地域防災計画に定められた区域に存する場合に限る。以下「安全市街地形

成重点地区」という。） 

① 地区内の老朽住宅棟数が５０棟以上であること。ただし、住生活基本法第 17条

第２項第６号に規定する「住宅及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域」に係

る地区（以下「重点供給地域に係る地区」という。）にあっては２５棟以上であ

ること。 

② 原則として、次表の左欄に掲げる地区の建築物棟数密度の区分に応じ、老朽住

宅棟数率が同表の右欄に掲げる割合以上であること。 

建築物棟数密度 老朽住宅棟数率

30以上40未満 ７割

40以上50未満 ６割

50以上60未満 ５割

60以上70未満 ４割

70以上 ３割

ハ 前項第一号ロ（1）の要件を満たし、かつ、前項第一号ハ(1)から(4)のいずれか に

該当する地区（以下「拠点的市街地形成重点地区」という。） 

ニ 前項第一号ロ（1）の要件を満たし、かつ、地域における歴史的風致の維持及び向

上に関する法律（平成２０年法律第４０号）第５条第８項の規定により認定を受け

た歴史的風致維持向上計画に基づき土地区画整理事業を施行する地区(以下「歴史的

風致維持向上重点地区」という。） 

ホ 前項第１号ロ（1）の要件を満たし、かつ、立地適正化計画で定められた都市機能
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誘導区域の区域内において土地区画整理事業を施行する地区（以下「都市機能誘導

重点地区」という。） 

三 第二号イ、ロ、ハ、ニ又はホに該当する地区については、次のいずれかの要件に該

当すること。 

（１） 面積に当該地区に係る都市計画において定められた、又は定められることが

確実な容積率を乗じて得た値（以下「換算面積」という。）が２ヘクタール以

上であること。 

（２） 複数の土地区画整理事業の換算面積の合計の値（一体的土地区画整理事業プ

ログラムにおいて、街路等の他事業と一体的に行われる複数の土地区画整理事

業であって、一体的に整備すべき一団の区域の２分の１以上が土地区画整理事

業により整備される場合に限る。）が２ヘクタール以上であること。 

（３） 安全市街地形成重点地区に該当し、かつ、重点供給地域に係る地区について

は、換算面積が１ヘクタール以上であること。 

（４） 拠点的市街地形成重点地区に該当し、公益施設の整備が図られる場合にあっ

ては、換算面積が１ヘクタール以上であること。 

３ 都市再生土地区画整理事業のうち、第６条第１項第二号ロに掲げる事業は、次の要件

に該当する地区において行うものとする。 

一 施行地区における事業実施後の公共施設の用に供する土地及び公開空地（災害時に

一次滞在施設として活用される又は活用されることが確実な建築物の屋内部分を含

む。）の面積の合計が事業実施前の面積の合計を超えるものであること。 

二 次の要件のいずれかに該当する地区であること。 

イ 第１項第２号イの要件を満たす地区 

ロ 第１項第２号ロの要件を満たす地区 

ハ 第１項第２号ハの要件を満たす地区 

三 次のいずれかの要件に該当すること。 

イ 前号イに該当する地区については、前項第３号の(1)又は(2)のいずれかの要件に

該当すること。 

ロ 前号ロに該当する地区については、以下のいずれかの要件に該当すること。 

（１） 前項第３号の(1)又は(2)のいずれかの要件に該当すること 

（２） 公益施設の整備が図られる場合にあっては、換算面積が１ヘクタール以上

であること 

４ 都市再生土地区画整理事業のうち第６条第１項第二号ハに掲げる事業は、次の要件に

該当する地区において行うものとする。 

一 公共用地率が２０％未満であること。ただし、公共用地率の算定に当たっては幹線

道路等を除くこととする。 

二 次の要件に該当する地区であること。 



86 

イ 第１項第三号の要件を満たす地区（立地適正化計画において定められた場合に限

る。） 

ロ 事業計画に誘導施設整備区が定められた土地区画整理事業を施行する地区 

三 換算面積が０．５ヘクタール以上であること。 

５ 都市再生土地区画整理事業のうち第６条第１項第二号ニに掲げる事業は、第２項又は

第３項の要件に該当する地区において行うものとする。 

６ 被災市街地復興土地区画整理事業のうち第６条第１項第三号イに掲げる事業は、第６

条の３第１項第四号の要件（推進地域に定められた区域に存する場合に限る。）に該当

する地区において行うものとする。 

７ 被災市街地復興土地区画整理事業のうち第６条第１項第三号ロに掲げる事業は、推進

地域内の土地の区域における地区において行うものとする。 

８ 緊急防災空地整備事業は、土地区画整理事業を予定する次の各号のいずれかの要件に

該当する地区において行うものとする。 

一 次に掲げる要件に該当する地区 

イ 都市計画法第１２条の規定により土地区画整理事業の都市計画決定がなされた地区

であって減価補償を必要とすることが見込まれる地区 

ロ 直前の国勢調査の結果に基づく人口集中地区内（都市機能誘導区域内にあっては、

施行後直近の国勢調査の結果に基づく人口集中地区に含まれると見込まれる区域を含

む。）であって、次に掲げる要件に該当する区域に存する地区 

（１） 三大都市圏の既成市街地及び近郊整備地帯等 

（２） 人口 10 万人以上の市 

（３） 大規模地震発生の可能性の高い地域 

（４） 都市機能誘導区域 

二 東日本大震災に係る推進地域又は計画区域に定められた区域に存する地区（東日本

大震災被災復興特別区域法第七十七条に規定する復興交付金事業計画の区域を除く。）

三 平成二十八年熊本地震の被災地に係る推進地域に定められた区域に存する地区 

９ 都市再生区画整理統合補助事業は、当該事業を構成する要素事業により推進される総

合的なプロジェクトが実施される地区において行うものとする。都市再生区画整理統合

補助事業に係る要素事業は、要素事業ごとに同種の事業について第１項から第８項にお

いて定められた地区において実施するものとする。

※都市再生推進事業制度要綱における「第１編第１条 目的」「第３編 都市再生区画

整理事業 第６条の３ 施工地区」より抜粋
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 下関市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入における優先的な検討に関する指針
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